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2021年4月1日

１．第１回「2040年に向けたサービス提供体制等

のあり方」検討会における主なご意見（概要）

～介護人材確保・定着、テクノロジー活用等によ

る生産性向上、雇用管理・職場環境改善など経

営の支援、認知症ケア～
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第１回「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会における主なご意見（概要）
～介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上、雇用管理・職場環境改善など経営の支援、認知症ケア～

＜テクノロジー活用等による生産性向上＞

○ 何をもって生産性向上とするのかは難しい課題だが、効率化の落としどころは難しいものの、まだまだIT化でできる事が沢山
あるため、しっかり取り組む必要。

○ テクノロジーを活用して職場環境を改善していくことは大変重要。自治体により差があり、職場環境改善に資する補助金を活
用するよう、自治体に促すべき。

○ 生産性を高めていくためには、LIFEなどその根拠となる科学的な介護を確立していく必要。

○ 生産性向上については、大きなイニシャルコストが生じるテクノロジーの導入の前に、業務の切り分けや役割分担の明確化を
図り、介護職が関わらなくてもいい周辺業務を洗い出すことが重要。周辺業務については、いわゆる介護助手の活用などによる
タスク・シフト/シェアも大事であり、テクノロジー活用と両輪で進めるべき。

○ テクノロジー活用については、業務の切り分けの再考やマネジメントが必要。また、成功例の提供や、試用によりメリットを
実感してもらうこと、技術開発段階における現場との連携が必要。

<雇用管理・職場環境改善など経営の支援＞

○ 小規模では厳しい現状があり、大規模化に向けて、そのための環境づくりを国が積極的に行うべき。

○ 経営支援として、実効性のあるアドバイスができる公的機関が身近にあることが必要。厳しい状況に陥る事業所が相談窓口を
利用できる仕組みを設けるべき。

○ 経営情報の提供が今年度からスタートしたが、現場の事務負担増大につながる側面もある。情報収集をしていくからには、意
義ある政策に落とし込んでいく必要。
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第１回「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会における主なご意見（概要）
～介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上、雇用管理・職場環境改善など経営の支援、認知症ケア～

○ 大規模化は重要視しなくても自ずと促進していくもの。介護事業は中小零細が大半であり、中小零細が大企業と同じようなメ
リットを享受できるような協働化に最優先で取り組んでいくべき。

○ 大規模化やM＆Aがサービス維持の観点で重要である中、デューデリジェンスが不十分にもかかわらず、仲介手数料を取ると
いう案件がある。財源は社会連帯を前提にできている保険や税なので適切な在り方というものを後押しする必要。

○ サービス需要の変動への一つの対応策として、事業者間の連携が重要。連携法人のような既存の枠組みについての試みは、現
状でどこが足りないのか分析した上でより使いやすい仕組みにしていくことが必要。

○ 介護は特殊な分野でありつつも、抱える課題は人材不足、経営効率化、DX化、M＆Aなど、いずれも日本の中小企業が等しく
抱えている課題であり、その解決も日本の中小企業の問題の解決というアプローチをとるべき。

○ 今後の介護事業経営が極めて困難であるという決意、意識を持って経営をする必要。経営者は、日々の仕事を一生懸命やって
いるが、将来を展望しながら経営をするという面がまだ十分ではない方も多いのではないか。また、経営者の人材不足、つまり
後継者の不足という問題もあり、M＆Aや大規模化などの解決策もあるが、経営者に専門知識を持っていただくための専門家や
政策的な支援をしていく必要。

○ 介護訪問系サービスのタイムスタディを実施したが、直接サービスの提供は半分から６割ぐらいだった。残りは移動と事務作
業で、そこを効率化できれば直接サービスの時間を増やすことができ、賃金も上がる。オランダの事例のように、バックオフィ
スを地域単位でつくっていくことや介護報酬請求の簡素化、共同請求の仕組みも必要。
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＜介護人材確保・定着＞

○ 今後生産年齢人口が減少していくことから、ITも使える元気な高齢者の力を活用すべく、団塊の世代の高齢者等を介護業界に
誘導する方策が必要。また、警察官、自衛官等の早期退職者を介護業界へ誘導する方策、介護の一部の小さな仕事に対し、副業
として受け入れていくことが必要。

○ 介護人材が他産業へ流出する原因は、実態としては賃金と捉えるべきではないか（アンケートでは人間関係とのことだが、賃
金と答えづらい面がある）。

○ 若い職員が希望ややりがいを持てる業界となるために、未来ビジョンを策定していくことが重要。また、利用者の満足度も
ICT等の活用で両立していくことが重要。

○ 生産性向上、賃上げを全産業平均と同等以上に引き上げるための取組を全力で行っていくべき。また、3年に1回の報酬改定に
よる処遇改善対応では、他産業の賃上げの状況に追い付かないため、毎年対応が必要。

○ 処遇の改善は、確実に賃上げにつながる条件設定が必要である一方、事務手続等の負担がかからないようシンプルな制度であ
る必要もあるし、財政の制約もある。カスハラ等も含めたハラスメント対応を行い、職場環境改善を図ることが重要。

○ 高齢者施設等で働く人が報われるよう、マスコミ等の関係者を含め、応援いただくことが重要。

○ 介護職員の入職経路として、ハローワークや福祉人材センターなど、公的な機関等が担う役割は非常に大きいが、その利用は
年々低下傾向にある。養成校の学生にとって実習先の指導者がロールモデルとなっており、進路選択の重要な要素となっている。
職員のリーダーシップや職員間の連携体制が、離職や人材確保に大きく影響。また、SDGsや能登半島地震における介護の対応
等の社会的な課題に興味を持つ学生は多い。人材確保や定着においてこの視点は重要。

第１回「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会における主なご意見（概要）
～介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上、雇用管理・職場環境改善など経営の支援、認知症ケア～
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○ 介護人材の多様なキャリアモデルを見える化し、政策的にも、教育・研修的にもどのように位置付けていくかが重要。

○ 外国人介護人材について、養成校でも留学生が5割と大きなボリュームゾーンとなっており、外国人留学生に対する教育支援
の取組を強化すべき。

○ 外国人のケアワーカーの方たちについて、資格を取った人が長く働き続けることができるようにしていく必要があり、教育体
制や地域で生活者として受け入れる体制を構築することが重要ではないか。

○ 我が国の介護事業所は人件費率が高く、損益分岐ラインにおける稼働率が高い現状にあり、そういった点も踏まえて公定価格
としての介護報酬の設定のあり方を考えるべき。

○ 看護師と介護職などの同行訪問は資質の向上、職員の定着に向けた対策としても重要。ハラスメント対策として、自治体によ
る同行訪問の事業化等、就業環境の整備を進める必要がある。

○ 福祉人材センターやナースセンターによる無料職業紹介、事業者との連携など様々な取組を行うことが重要。

○ 介護人材の多機能化も求められる。こどもや障害への対応など。これらが発揮可能な制度や運営が求められる。

第１回「2040年に向けたサービス提供体制等のあり方」検討会における主なご意見（概要）
～介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上、雇用管理・職場環境改善など経営の支援、認知症ケア～
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2021年4月1日２．関連資料

（第１回検討会資料３、参考資料１より一部抜粋）
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介護人材の状況・介護人材確保
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介護分野における人材確保の状況と労働市場の動向
～有効求人倍率と失業率の動向～

注）平成23年度の失業率は東日本大震災の影響により、岩手県、宮城県及び福島県において調査の実施が困難な状況となっており、当該3県を除く結果となっている。
【出典】 厚生労働省「職業安定業務統計」、総務省「労働力調査」

（※１）全職業及び介護関係職種の有効求人倍率は、パートタイムを含む常用の原数値。
月別の失業率は季節調整値。

（※２）常用とは、雇用契約において、雇用期間の定めがない、又は４か月以上の雇用期間が定められているものをいう。

有効求人倍率（介護関係職種）と失業率
【平成17年度～令和5年度／年度別】（倍）

有効求人倍率（介護関係職種） （原数値）と失業率（季節調整値）
【平成26年3月～令和6年9月／月別】

○ 介護関係職種の有効求人倍率は、依然として高い水準にあり、全職業より高い水準で推移している。
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※資料出典：厚生労働省「職業安定業務統計」
（注）介護関係職種： 「厚生労働省編職業分類」の「162 福祉施設指導専門員」「169 その他の社会福祉の専門的職業」「351 家政婦(夫)、家事手伝」「36介護サービスの職業」

介護関係職種の職業紹介状況（新規求人数・新規求職者数・新規求人倍率の推移）【月次】

（件）

（％）

○ 介護関係職種の新規求人数、新規求職者数、新規求人倍率の推移を見ると、新規求人数の増加に対し、

新規求職者数が減少しているため、新規求人倍率が上昇傾向にある。
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離職率・採用率の状況

注) 離職（採用）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数
【出典】産業計の離職（採用）率：厚生労働省「令和５年雇用動向調査」、介護職員の離職（入職）率：（財)介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」

○ 介護職員の離職率は低下傾向にある。
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離職率階級別にみた事業所規模別の状況

注１) 離職率＝（１年間の離職者数）÷労働者数
注２）離職率の全産業平均15.0％（厚生労働省「令和4年雇用動向調査」より）
【出典】令和5年度介護労働実態調査（公益財団法人 介護労働安定センター）
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9.4 6.6

0

10

20

30

40

50

60

10%未満 10～20% 20～30% 30%～

（%） 事業所規模別（２職種計）

～9人 10～19人

20～49人 50～99人

100人～

（離職率階級）

（
事
業
所
数
の
割
合
）

○ 介護職員の離職率は、事業所別に見るとバラツキが見られ、１０％未満の事業所が約５割である一方、離

職率が３０％以上と著しく高い事業所も約１割存在する。

13.1%13.0％23.2％50.7％全事業所の割合
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1.1% 1.2%
0.6%

-1.6%

2.4%

-2.0%
-1.5%
-1.0%
-0.5%
0.0%
0.5%
1.0%
1.5%
2.0%
2.5%
3.0%

2017-2019平均 2020 2021 2022 2023

■介護等分野の入職超過率（入職率－離職率）の推移

0.0%
1.0%
2.0%
3.0%
4.0%
5.0%
6.0%
7.0%
8.0%

2021
2022
2023

■介護等分野から他産業への入職内訳

18.0%

～～

…
出典：厚生労働省「雇用動向調査」より作成
注：「介護等分野」は、「社会保険・社会福祉・介護事業」

（年）

約8.2万人の入職超過

■Ｒ６年度の賃金引上げの状況

春闘の全産業平均賃上げ率 ５．１０％ 介護事業所の平均賃上げ率 ２．５２％
（出典：2024年春闘 連合回答集計結果） （出典：介護現場における物価高騰・賃上げ等の状況調査（団体調査））

○入（離）職率
1月1日現在における常用労働者数に対する入（離）職者の割合をいう。

○入職超過率
入職率から離職率を引いたものをいう。プラスであれば入職率が離職率
を上回っている（入職超過）。マイナスであれば離職率が入職率を上
回っている（離職超過）。

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」より作成
注：「介護等分野」は、「社会保険・社会福祉・介護事業」

介護等分野における賃金及び離職の状況
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介護職員の処遇改善についての取組と実績

平成24年４月
平成24年度介護報酬改定において、処遇改善交付金を処遇改善加算として介護報酬に組み込み、
月額６，０００円（実績）の賃金改善が行われた。

平成21年４月
平成21年度介護報酬改定において、＋３％改定（介護従事者の処遇改善に重点をおいた改定）を実施し、
月額９，０００円（実績）の賃金改善が行われた。

平成21年度補正予算
処遇改善交付金を措置（１．５万円相当）し、月額１５，０００円（実績）の賃金改善が行われた。

平成27年４月
平成27年度介護報酬改定において、処遇改善加算を拡充（１．２万円相当）し、
月額１３，０００円（実績）の賃金改善が行われた。

平成29年４月
ニッポン一億総活躍プラン等に基づき、平成29年度臨時改定において、処遇改善加算を拡充 （１万円相当） し、
月額１４，０００円（実績）の賃金改善が行われた。

令和元年10月
新しい経済政策パッケージに基づき、全産業平均の賃金と遜色ない水準を目指し、更なる処遇改善を進めるため、
令和元年10月臨時改定において、特定処遇改善加算を創設し、月額１８，０００円（実績）の賃金改善が行われた。

※勤続年数10年以上の介護福祉士では月額２１，０００円（実績）の賃金改善

令和４年10月
コロナ克服・新時代開拓のための経済対策に基づき、介護職員の給与を月額平均９千円相当引き上げるため、
令和４年10月臨時改定において、ベースアップ等支援加算を創設（２月～９月は補助金）し、
基本給等が月額１０，０００円（実績）の賃金改善（平均給与額全体では月額１７，０００円の賃金改善）

※実績は全て各取組前後の賃金の差を調査したもの（介護従事者処遇状況等調査）。 調査ごとに対象とした施設・事業所や職員の範囲が異なる。

更に、令和６年６月から、処遇改善加算の一本化と加算率の引上げを実施（２月～５月は補助金で対応）。
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令和６年度介護報酬改定における処遇改善について

令和６年度介護報酬改定については、介護現場で働く方々の処遇改善を着実に行いつつ、サービス
毎の経営状況の違いも踏まえたメリハリのある対応を行うことで、改定率は全体で＋1.59％（国費
432億円）とする。具体的には以下の点を踏まえた対応を行う。

・ 介護職員の処遇改善分として、上記＋1.59％のうち＋0.98％を措置する（介護職員の処遇改善
分は令和６年６月施行）。その上で、賃上げ税制を活用しつつ、介護職員以外の処遇改善を実現
できる水準として、＋0.61％を措置する。

・ このほか、改定率の外枠として、処遇改善加算の一本化による賃上げ効果や、光熱水費の基準
費用額の増額による介護施設の増収効果が見込まれ、これらを加えると、＋0.45％相当の改定と
なる。

・ 既存の加算の一本化による新たな処遇改善加算の創設に当たっては、今般新たに追加措置する
処遇改善分を活用し、介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％の
ベースアップへと確実につながるよう、配分方法の工夫を行う。あわせて、今回の改定が、介護
職員の処遇改善に与える効果について、実態を把握する。

・ 今回の報酬改定では、処遇改善分について２年分を措置し、３年目の対応については、上記の
実態把握を通じた処遇改善の実施状況等や財源とあわせて令和８年度予算編成過程で検討する。

「大臣折衝事項」（令和５年12月20日）（抄）
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【出典】厚生労働省「賃金構造基本統計調査」を基に作成。

注）賞与込み給与は、調査年の６月分として支払われた給与に調査年の前年の１月から12月分の賞与の1/12を加えて算出した額。

賞与込み給与
（万円）

賃金構造基本統計調査による介護職員の賃金の推移

36.1 
35.1 34.9 35.2 35.0 35.0 

35.7 
36.2 36.3 36.6 37.0 37.3 

35.2 35.5 
36.1 

36.9 

25.5 
25.0 25.2 25.5 25.5 25.4 25.6 

26.2 
26.7 

27.4 
28.3 

28.8 
29.3 

28.5 
29.3 

30.0 

22

24

26

28

30

32

34

36

38

全産業平均（役職者抜き） 介護職員

6.9万円
の差

10.6万円
の差

＋0.7万円

＋0.8万円

H27.4
処遇改善加算
を拡充

H29.4
処遇改善加算
を拡充

R1.10
特定処遇改善
加算を創設

R4.2~9
処遇改善支援
補助金

R4.10
ベースアップ等
支援加算を創設

H21.4
処遇改善に
重点をおい
た改定

H24.4
処遇改善交付
金を介護報酬
に組込み

H21.10～
H24.3

処遇改善
交付金
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賞与込み給与勤続年数平均年齢

（万円）（年）（歳）

36.9 10.5 42.8 産業計
産
業
別

102.6 5.9 41.6 医師

職
種
別

40.7 8.5 40.5 看護師

33.5 12.2 51.2 准看護師

34.6 6.6 34.6 
理学療法士、作業療法士、
言語聴覚士、視能訓練士

33.4 9.8 52.6 介護支援専門員（ケアマネジャー）

30.0 7.7 44.6 
介護職員

【(Ｃ)と(Ｄ)の加重平均】

30.8 7.248.6 訪問介護従事者(Ｃ)

30.0 7.744.3介護職員（医療・福祉施設等）(Ｄ)

【出典】厚生労働省「令和５年賃金構造基本統計調査」に基づき老健局老人保健課において作成。
注１）一般労働者とは、「短時間労働者」以外の者をいう。短時間労働者とは、１日の所定労働時間が一般の労働者よりも短い者、又は１日の所定労働時間が一般の労働者と同じ

でも１週の所定労働日数が一般の労働者よりも少ない者をいう。
注２）「賞与込み給与」は、「きまって支給する現金給与額（労働協約、就業規則等によってあらかじめ定められている支給条件、算定方法によって支給される現金給与額）」に、「年間賞与

その他特別給与額（前年1年間（原則として1月から12月までの1年間）における賞与、期末手当等特別給与額（いわゆるボーナス））」の1/12を加えて算出した額
注３）「介護職員（医療・福祉施設等）」は、医療施設・福祉施設等において入所者及び通所者に対する入浴、排せつ、食事等の介護の仕事に従事するものをいう。
注４）産業別賃金は「10人以上規模企業における役職者」を除いて算出。なお、職種別賃金には役職者は含まれていない。役職者を含む産業計は、平均年齢43.9歳、勤続年数

12.4年、賞与込み給与42.2万円

介護人材の賃金の状況（一般労働者、男女計）
○ 介護職員について産業計と比較すると、勤続年数が短くなっているとともに、賞与込み給与も低くなっている。
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処遇改善加算の一本化及び加算率の引上げ（令和６年６月～）

※：加算率は訪問介護のものを例として記載。職種間配分の柔軟化については令和６年４月から現行の介護職員処遇改善加算及び介護職員等処遇改善加算に適用。
なお、経過措置区分として、令和６年度末まで介護職員等処遇改善加算(Ⅴ)(1)～ (14)を設け、現行の３加算の取得状況に基づく加算率を維持した上で、
今般の改定による加算率の引上げを受けることができるようにする。

新加算の趣旨対応する現行の加算等（※）

事業所内の経験・
技能のある職員を
充実

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅰ）
【6.3%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

新加算（Ⅱ）に加え、以下の要件を満たすこと。

• 経験技能のある介護職員を事業所内で一定割合以上
配置していること（訪問介護の場合、介護福祉士30%以上）

Ⅰ

ৗ
ਸ

␟
ஂ
૧

৩
ಉ
૪


ఒ
ਸ

␠

総合的な職場環境
改善による職員の
定着促進

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7%】

b. 特定処遇加算（Ⅱ）
【4.2%】

c. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

新加算（Ⅲ）に加え、以下の要件を満たすこと。

• 改善後の賃金年額440万円以上が１人以上
• 職場環境の更なる改善、見える化【見直し】
• グループごとの配分ルール【撤廃】

Ⅱ

資格や経験に応じ
た昇給の仕組みの
整備

a. 処遇改善加算（Ⅰ）
【13.7％】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

新加算（Ⅳ）に加え、以下の要件を満たすこと。

• 資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備

Ⅲ

介護職員の基本的
な待遇改善・ベー
スアップ等

a. 処遇改善加算（Ⅱ）
【10.0%】

b. ベースアップ等支援加算
【2.4%】

• 新加算（Ⅳ）の1/2（7.2%）以上を月額賃金で配分
• 職場環境の改善（職場環境等要件）【見直し】
• 賃金体系等の整備及び研修の実施等

Ⅳ

既存の要件は黒字、新規・修正する要件は赤字加算率（※）

【14.5%】

【18.2%】

【22.4%】

【24.5%】

■ 介護現場で働く方々にとって、令和６年度に2.5％、令和７年度に2.0％のベースアップへとつながるよう
加算率の引上げを行う。

■ 介護職員等の確保に向けて、介護職員の処遇改善のための措置ができるだけ多くの事業所に活用されるよう推進
する観点から、介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算、介護職員等ベースアップ等支援加算につい
て、現行の各加算・各区分の要件及び加算率を組み合わせた４段階の「介護職員等処遇改善加算」に一本化を行う。
※ 一本化後の加算については、介護職員への配分を基本とし、特に経験・技能のある職員に重点的に配分することとするが、事業所

内での柔軟な職種間配分を認める。また、人材確保に向けてより効果的な要件とする等の観点から、月額賃金の改善に関する要件
及び職場環境等要件を見直す。

※ 令和６年度末までの経過措置期間を設け、加算率並びに月額賃金改善要件及び職場環境等要件に関する激変緩和措置を講じる。
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加算Ⅰ加算Ⅱ加算Ⅲ加算Ⅳ未取得

・賃金体系等の整備及び研修の実施等

・加算Ⅳ相当額の２分の１ (=4.5%)以上を月額賃金で配分

◎◎○○職場環境の改善

○○○昇給の仕組み

○○改善後賃金年額440万円

○経験・技能のある介護職員

処遇改善加算の更なる取得促進に向けた方策

①

①：令和７年度から新たに適用される「職場環境等要件（職場環境改善）」 への対応。
※ 〇：６区分からそれぞれ１つ以上、◎：６区分からそれぞれ２つ以上の取組を行う。

→ 現行規定において「加算の算定見込額が少額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合」は当該要件
の適用除外となっている点について、当該規定の周知や明確化を行う。(通知改正、QAの発出)

②：「昇給の仕組み」への対応
→ 令和６年度は誓約により満たすこととしている「資格や勤続年数等に応じた昇給の仕組みの整備」の要件について、経過措

置の延長により、令和７年度においても誓約により満たしたものとする。(通知改正)
※「賃金体系等の整備及び研修の実施等」も同様の扱いとする。

→ 令和７年度中に要件整備を行う誓約をすることで、職場環境等要件を満たしたものとする。(通知改正)
さらに、「介護人材確保・職場環境改善等事業」を申請している事業所においては、職場環境等要件を満たしたものとする。

(通知改正)

③：「改善後賃金年額440万円」への対応
※「経験及び技能を有する介護職員と認められる者のうち一人は、賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上」とする。

②

③

①

・ 要件を満たしているどうかの確認を可能な限りチェックリスト方式とするなど申請様式の簡素化。
・ ①処遇改善加算、②介護人材確保・職場環境改善等事業及び③生産性向上推進体制加算Ⅱの申請様式を一体化。
・ さらに、訪問介護事業所については、①、②及び「訪問介護等サービス提供体制確保支援事業」の申請様式を一体化。

加えて、申請の事務負担への対応として、以下の措置を講じる。

※ 要件弾力化は２月の申請受付から適用。 19
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処遇改善加算の一本化と取得支援による加算取得のイメージ
○ 処遇改善加算については、加算率の引上げを行ったことにより、令和６年度においては、自然体で＋2.1％される

こととなる。
○ さらに、今般の処遇改善加算の一本化に伴い、事務負担を軽減するとともに、加算の取得促進策を強力に推進し、

事業所に処遇改善加算を取得していただき、着実な賃上げにつなげていく環境を整備する。

《現行の加算の取得パターン》

《新加算の取得パターン》

３種の加算の取得パターンが18通り。事務負担が大きいという声が多い。

一本化により４パターン（※）に統合。配分ルールの緩和による事務負担軽減等により、上位区分への移行も見込まれる。
また、R6改定で加算率が底上げ。（＋2.1%）

特定Ⅱ
4.2％

処遇Ⅰ
13.7%

処遇Ⅰ
13.7%

特定Ⅰ
6.3％

ベア
2.4％

ベア
2.4％

特定Ⅱ
4.2％

処遇Ⅰ
13.7%

処遇Ⅰ
13.7%

特定Ⅰ
6.3％ ベア

2.4％

処遇Ⅰ
13.7%

処遇Ⅰ
13.7%処遇Ⅱ

10.0%

ベア
2.4％

特定Ⅰ
6.3％

処遇Ⅱ
10.0%

特定Ⅰ
6.3％

処遇Ⅱ
10.0%

ベア
2.4％

処遇Ⅱ
10.0%

処遇Ⅱ
10.0%

ベア
2.4％

特定Ⅱ
4.2％

処遇Ⅱ
10.0%

特定Ⅱ
4.2％

処遇Ⅲ
5.5%

ベア
2.4％

特定Ⅰ
6.3％

処遇Ⅲ
5.5%

特定Ⅰ
6.3％

処遇Ⅲ
5.5%

ベア
2.4％

特定Ⅱ
4.2％

処遇Ⅲ
5.5%

特定Ⅱ
4.2％ ベア

2.4％

処遇Ⅲ
5.5%

処遇Ⅲ
5.5%

取得なし

22.4% 11.8% 20.3% 9.7%~ 16.1% 5.5%~ ~

例：現行が処遇Ⅱ・特定Ⅱ・ベアあり（計16.6%）の事業所
⇒処遇Ⅰ相当の「昇給の仕組みの整備」を行えば、新加算Ⅱ（22.4%）に移行可能(＋5.8%)

※：令和６年度中は経過措置期間として、現行の加算率の取得が可能。

新加算Ⅰ
22.4%

⇒24.5% (2.1%上乗せ)
新加算Ⅱ

20.3%
⇒22.4% (2.1%上乗せ)

新加算Ⅲ
16.1%

⇒18.2%(2.1%上乗せ）

新加算Ⅳ
12.4%

⇒14.5%
(2.1%上乗せ）

（引上げ分）＋2.1％
（引上げ分）＋2.1％

（引上げ分）＋2.1％

（引上げ分）＋2.1％
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施策名：介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策

○ 施策の目的

○ 施策の概要

○ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護人材の確保のためには、他産業の選択・他産業への流出を防ぐため、全産業平均の給与と差がつく
中、緊急的に賃金の引き上げが必要。

○ 賃上げとともに、介護現場における生産性を向上し、業務効率化や職場環境の改善を図ることにより、職
員の離職の防止・職場定着を推進することが重要。これらは働きやすさの改善のための事業者における基
盤整備とともに、具体的なテクノロジーの導入・投資への支援、経営等の協働化・大規模化等を通じた職場
環境改善が必要。

○ また、訪問介護については、小規模な事業者が多く、中山間や離島などの事業所も含め、人材不足が顕
著で経営資源にも制約があるため、経験年数の短い方でも安心して働き続けられる環境整備や、地域の特
性・事業所規模を踏まえた経営支援、福祉施策と労働施策の連携体制強化やホームヘルパーの魅力発信
を通じた人材確保の促進が必要。

介護現場における生産性向上や職場環境改善等を図ることにより、介護職員の確保・定着や介護サービスの質の向上につなげる。

【○介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策】
令和６年度補正予算 1,103億円

処遇改善加算を取得している事業所のう
ち、生産性を向上し、更なる業務効率化や
職場環境の改善を図り、介護人材確保・定
着の基盤を構築する事業所に対する支援

※人件費に充てることが可能
※処遇改善加算の更なる取得促進をあわ

せて実施

生産性向上・職場環境改善等に係る具体的な
テクノロジーの導入・投資への支援、経営等の
協働化・大規模化への支援

訪問介護の提供体制確保支援

ホームヘルパーの同行支援など、経験
年数の短い方でも安心して働き続けられ
る環境整備や、地域の特性・事業規模を
踏まえた経営支援、福祉施策と労働施
策の連携体制強化やホームヘルパーの
魅力発信を通じた人材確保促進

介護人材確保・職場環境改善等事業 介護テクノロジー導入・協働化等支援事業 訪問介護の提供体制確保支援
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２０２２年度
（令和４年度）

第９期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について

２０２６年度
（令和８年度）

○ 第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計すると、

・ 2026年度には約２４０万人（＋約２５万人（6.3万人/年））

・ 2040年度には約２７２万人（＋約５７万人（3.2万人/年））

となった。 ※（）内は2022年度（約215万人）比

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、

④介護職の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。

注１）2022年度（令和４年度）の介護職員数約215万人は、「令和４年介護サービス施設・事業所調査」による。
注２）介護職員の必要数（約240万人・272万人）については、足下の介護職員数を約215万人として、市町村により第９期介護保険事業計画に位置付けられたサービ

ス見込み量（総合事業を含む）等に基づく都道府県による推計値を集計したもの。
注３）介護職員の必要数は、介護保険給付の対象となる介護サービス事業所、介護保険施設に従事する介護職員の必要数に、介護予防・日常生活支援総合事業のうち従

前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事する介護職員の必要数を加えたもの。

第９期計画期間（2024～2026） 第10期計画期間（2027～2029）

約２１５万人

約２４０万人
約２７２万人

～ ～
～ ～

２０４０年度
（令和22年度）

～～
～～

～ ～

約
25
万
人

約
57
万
人
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法人規模別にみた従業員の採用活動における取組状況
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（％） 19人以下 20人～49人 50人～99人 100人～299人 300人～499人 500人以上 全体法人規模

○ 法人規模が19人以下の法人は、他の法人規模と比較し、従業員の採用活動を行っていない割合が高い。

【出典】令和5年度介護労働実態調査（公益財団法人 介護労働安定センター） 23



入 職 経 路 （ 新 卒 以 外 ） 全 産 業 と 福 祉 分 野 の 比 較 （ 2 0 2 3 年 ）

（資料出所）厚生労働省「令和５年雇用動向調査」

※新卒以外とは、雇用動向調査における、入職者のうち、未就業入職者のうち、新規学卒者を除いたもの。

※「社会保険・社会福祉・介護事業」とは、全産業の中から「社会保険、社会福祉及び介護に関するサービスを提供する事業所」を抜粋したもの。

※「ハローワーク」は、「ハローワークインターネットサービス」を含む。

※「その他」は、「出向」、「出向先からの復帰」を含む 。

• 令和５（2023）年の福祉分野（社会保険・社会福祉・介護事業）の入職経路を見ると、「縁故」、「広告」、「ハローワーク」の割合が多く占める。

• また、全産業と福祉分野の入職経路を見ると、福祉分野は、全産業と比較し、「ハローワーク」、「縁故」の割合が高い。

ハローワー

ク, 14.9%

民営職業紹介

所, 8.1%
学校, 1.2%

広告, 35.2%

縁故, 24.8%

その他, 

15.9%

全産業

ハローワーク, 

24.3%

民営職業紹

介所, 8.4%

学校, 0.6%広告, 24.8%

縁故, 30.1%

その他, 

11.9%

福祉分野（社会保険・社会福祉・介護事業）
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総合的な介護人材確保対策（主な取組）
○ 2040年度には約２７２万人の介護職員が必要と見込まれる中（※）、将来にわたって必要な介護サービスを安心して

受けられるよう、その担い手を確保することは重要な課題。
※第９期介護保険事業計画の介護サービス見込み量等に基づき、都道府県が推計した介護職員の必要数を集計。2022年度（215万人）比で＋約57万人（3.2万人/年）

○ 国においては、①介護職員の処遇改善、②多様な人材の確保・育成、③離職防止・定着促進・生産性向上、④介護職
の魅力向上、⑤外国人材の受入環境整備など総合的な介護人材確保対策に取り組む。
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都道府県計画を踏まえて事業を実施。（実施主体：都道府県、負担割合：国2/3・都道府県1/3、令和５年度交付実績：46都道府県）

２ 事 業 の 概 要 ・ 実 施 主 体 等

○ 地域の実情に応じた介護従事者の確保対策を支援するため、都道府県計画を踏まえて実施される「参入促進」・「資質の向上」・
「労働環境・処遇の改善」等に資する事業を支援する。

１ 事 業 の 目 的

地域医療介護総合確保基金（介護従事者確保分）
※メニュー事業の全体

○ 新人介護職員に対するエルダー・メンター（新人
指導担当者）養成研修

○ 管理者等に対する雇用改善方策の普及

・管理者に対する雇用管理改善のための労働関
係法規、休暇・休職制度等の理解のための説
明会の開催、両立支援等環境整備

・介護従事者の負担軽減に資する介護テクノロジー
（介護ロボット・ ＩＣＴ）の導入支援（拡充・変更）

・総合相談センターの設置等、介護生産性向上の
推進

○ 介護従事者の子育て支援のための施設内保育
施設運営等の支援

○ 子育て支援のための代替職員のマッチング等
の介護職員に対する育児支援

○ 介護職員に対する悩み相談窓口の設置

○ ハラスメント対策の推進

○ 若手介護職員の交流の推進

○ 外国人介護人材受入施設等環境整備

○ 訪問介護等サービス提供体制確保支援事業

等

○ 介護人材キャリアアップ研修支援

・経験年数3～5年程度の中堅職員に対する研修、喀痰
吸引等研修、介護ｷｬﾘｱ段位におけるｱｾｯｻｰ講習受講

・介護支援専門員、介護相談員育成に対する研修

○ 各種研修に係る代替要員の確保、出前研修の実施

○ 潜在介護福祉士の再就業促進

・知識や技術を再確認するための研修の実施

・離職した介護福祉士の所在やニーズ等の把握

○ チームオレンジ・コーディネーターなど認知症ケアに携
わる人材育成のための研修

○ 地域における認知症施策の底上げ・充実支援

○ 地域包括ｹｱｼｽﾃﾑ構築に資する人材育成

・生活支援ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの養成のための研修

○ 認知症高齢者等の権利擁護のための人材育成

○ 介護施設等防災リーダーの養成

○ 外国人介護人材の研修支援

○ 外国人介護福祉士候補者に対する受入施設における
学習支援 等

○ 地域における介護のしごとの魅力発信

○ 若者・女性・高齢者など多様な世代を対象とした介
護の職場体験

○ 高齢者など地域の住民による生活支援の担い手の
養成、支え合い活動継続のための事務支援

○ 介護未経験者に対する研修支援

○ 介護事業所におけるインターンシップや介護の周辺
業務等の体験など、多様な世代を対象とした介護の
職場体験支援

○ 介護に関する入門的研修の実施からマッチングまで
の一体的支援、参入促進セミナーの実施、ボランティア
センターやシルバー人材センター等との連携強化

○ 人材確保のためのﾎﾞﾗﾝﾃｨｱﾎﾟｲﾝﾄ活用支援

○ 多様な人材層の参入促進、介護助手等の普及促進

○ 介護福祉士国家資格取得を目指す外国人留学生や
１号特定技能外国人等の受入環境整備

○ 福祉系高校修学資金貸付、時短勤務、副業・兼業、選
択的週休３日制等の多様な働き方のモデル実施

○ 介護人材確保のための福祉施策と労働施策の連携体
制の強化 等

参入促進 資質の向上 労働環境・処遇の改善

○ 関係機関・団体との連携・協働の推進を図るための、都道府県単位、市区町村単位での協議会等の設置
○ 介護人材育成や雇用管理体制の改善等に取組む事業所に対する都道府県の認証評価制度の運営・事業者表彰支援 ○ 離島、中山間地域等への人材確保支援

※赤字下線は令和７年度新規・拡充等

令和７年度当初予算案 97億円（97億円）※（）内は前年度当初予算額
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福祉人材センターについて

中央福祉人材センター
都道府県人材センターの中央機関（全国１ヶ所）

【実施主体】全国社会福祉協議会
【 予 算 】５２,７３４千円（令和６年度予算額）
【主な業務】・都道府県福祉人材センター職員等に対する研修

・社会福祉事業等従事者に対する研修

・福祉人材情報システム（※COOLシステム参照）の運用
・都道府県福祉人材センターの業務に関する連絡調整、指導
・人材需給情報の収集、提供
・都道府県福祉人材センター業務に関する啓発、広報
・二以上の都道府県域における社会福祉事業等従事者確保に
関する調査研究 等

都道府県福祉人材センター（全国４７ヶ所）
福祉人材バンク（都道府県福祉人材センターの支所（全国２８ヶ所））

【実施主体】都道府県（都道府県社会福祉協議会を指定）
【 予 算 】生活困窮者就労準備支援事業等補助金の内数
【主な業務】・福祉人材の無料職業紹介（就労斡旋※「福祉のお仕事」HP参照）

・福祉就労希望者に対する説明会、講習会
・社会福祉事業従事者に対する研修
・調査研究、社会福祉事業等に関する啓発・広報
・社会福祉事業等従事者が離職等した場合の届出に関する事務
・社会福祉事業等経営者に対する人材確保相談
・社会福祉事業等従事者の確保に関する調査研究 等

概 要

社会福祉法に基づき、中央福祉人材センター及び都道府県福祉人材センターを設置し、福祉分野への就労を希望する者への職業紹介や就職
説明会等を実施することにより、社会福祉事業従事者の確保を推進するもの。
現下の福祉人材の確保を巡る厳しい状況の中、各センターは民間職業紹介事業者等が担いにくい事業を実施し、それらの事業実績・事業手

法を有している。

【「福祉のお仕事」HP】

【福祉人材情報（COOL）システム全体像】

指導調整、研修 等
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取 組 内 容

趣 旨 ・ 目 的

ハローワーク・介護労働安定センターとの連携静岡県社会福祉人材センター

〇静岡県社会福祉人材センターは、静岡労働局、ハローワーク、介護労働安定センター静岡支部と日常的に連携。
(ハローワーク連携調整会議：年２回 （参加者）労働局、拠点ハローワーク、人材バンク、人材センターの職員）

〇人材センター主催の相談会の周知協力のほか、ハローワークへの出張相談を年間で定期開催。(共催事業）
〇介護労働安定センターの実務者研修と人材センター主催の就職ガイダンス＆ミニ就職相談会を同時開催。

〇ハローワーク出張相談 （県内各地で定期開催）

ハローワークに出向き、マッチング担当者を講師とする就職ガイダンスと個別相談

（福祉のお仕事相談）を実施する。

・12回/年×７か所 (富士、三島、沼津、清水、静岡、焼津、島田)

・６回/年×６か所 (伊東、御殿場、富士宮、掛川、磐田、榛原)

・３回/年×１か所 (下田)

☆R４：123回実施 相談451件、相談求職登録155人、採用41人

〇人材センター主催「ミニ就職相談会」にハローワーク職員も参加。

☆R４：21回実施 参加者337人、相談494件、求職登録52人、採用59人

介護労働安定センターの実務者研修受講者（41人）が、授業の一環として参加

（受講者には就職ガイダンスを事前に実施し、求職登録を案内）
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外国人介護人材受入れの仕組み


્
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␟
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ۅ
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※【 】は在留資格

受入れ
の流れ

・家族（配偶者・子）の帯同が可能
・在留期間更新の回数制限なし

（注１）

〈就学コース〉

（フィリピン、ベトナム）

〈養成施設ルート〉〈実務経験ルート〉
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本国での技能等の活用
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制度
趣旨

特定技能１号
（Ｈ31．４／１～）

（注１）平成29年度より、養成施設卒業者も国家試験合格が必要となった。ただし、令和８年度までの卒業者には卒業後5年間の経過措置が設けられている。

（注２）４年間にわたりＥＰＡ介護福祉士候補者として就労・研修に適切に従事したと認められる者については、 「特定技能１号」への移行に当たり、技能試験及び日本語試験等を免除。

（注３）技能実習制度については、育成就労制度に見直す法案が令和６年６月14日に成立し、原則３年以内の施行となっている。

（３年以上）

技能実習
（H29．11／１～）

在留資格「介護」
（H29．９／１～）

EPA（経済連携協定）
（インドネシア・フィリピン・ベトナム）

外国人留学生
として入国

技能実習生等
として入国

介護福祉士国家試験

介護施設等で
就労・研修

（３年以上）

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士候補者として入国

介護福祉士として業務従事

介護施設等で
就労・研修

（３年以上）

介護福祉士国家試験

介護福祉士
養成施設

（２年以上）

介護福祉士資格取得（登録）

帰国

実習実施者（介護施設等）の下で
実習（最大５年間）

※実習の各段階で技能評価試験を受検

受検（入国１年後）

受検（入国５年後）

受検（入国３年後）

技能水準・日本語能力水準
を試験等で確認し入国

帰国

介護施設等で就労
（通算５年間）

本国への技能移転
専門的・技術的分野の

外国人の受入れ
二国間の経済連携の強化 人手不足対応のための一定の専門性・

技能を有する外国人の受入れ

〈就労コース〉

介護福祉士として業務従事

介護福祉士資格取得（登録）

（注１）

（注２）

在留
者数

15,909人
（令和５年12月末時点）

10,468人
（令和６年６月末時点）

2,837人（うち資格取得者493人）
（令和６年12月１日時点）

40,594人
（令和６年９月末時点・速報値）

（注３）
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１．介護の日本語WEBコンテンツの運用等
➢外国人介護人材が介護の日本語学習を自律的かつ計画的に行うことができるようにするためのWEBコンテンツの開発・運用等を行う。
➢WEBコンテンツの活用状況（学習進捗状況や学習時間等）を適切に管理し、学習効果の分析を行う。

２．学習教材の作成等
➢外国人介護人材が介護現場において円滑に就労できるよう、介護の日本語等に関する学習教材を作成する。

また、教材は海外でも活用できるよう複数の国の言語に翻訳する。
➢自治体がオンライン研修を実施する場合に活用できる動画教材や、オンライン研修の実施における留意点等をまとめたマニュアルを作成。

３．外国人介護人材受入施設職員を対象にした講習会の実施
➢技能実習生を円滑に受入れることができるよう、技能実習指導員を対象にした講習会を開催する。
➢外国人介護人材の日本語学習を効果的に支援するための知識・技術を修得させるための講習会を開催する。

４．介護福祉士国家試験対策向けの講座の開催
➢外国人介護人材の介護福祉士資格の取得を促進するため、国家試験直前期、当該年度の国家試験受験予定である外国人介護人材に対して、

講義（座学・録画放映）及び演習（模試・グループワーク）等を行う。

本事業は、外国人介護人材が、介護の日本語学習を自律的に行うための環境整備を推進するための支援等を行うこと
により、外国人介護人材が国内の介護現場において円滑に就労・定着できるようにすることを目的とする。

介護の日本語学習
WEBコンテンツ

◆過去の事業実績の一例（すべて無料で利用可能）◆

特定技能評価試験
学習テキスト

介護の日本語
テキスト

＊13言語に翻訳済み

補助率 定額補助
実施主体 民間団体(公募による選定)

＊14言語に翻訳済み

外国人のための
介護福祉士国家
試験一問一答

外国人のため
の介護福祉専
門用語集

＊13言語に翻訳済み ＊13言語に翻訳済み

介護の日本語学習支援等事業

令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 5.9億円の内数
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介護福祉士養成施設の定員充足状況の推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6

留学生数

入学定員数

入学者数

R6R5R4R3R2R1H30H29H28H27H26H25H24H23H22H21H20

328345356363375373375382380379378378377383396422434養成施設数

14,06914,75815,20315,56916,21016,45016,83117,42517,73018,39818,485 18,861 19,157 19,858 20,842 22,761 25,407 定員【人】

7,3867,0537,6797,8627,7817,4427,0287,4747,8359,43510,453 13,090 12,730 13,757 15,771 12,548 11,638 入学者【人】

3,5892,2302,1172,5422,6362,202－－－－－－－－－－－
入学者のう
ち留学生

【人】

52.547.850.550.448.045.241.842.944.251.356.5 69.4 66.5 69.3 75.7 55.1 45.8 
定員充足率

【％】

48.631.627.632.333.929.6－－－－－－－－－－－
留学生の割

合【％】

（各年4月1日現在） ※外国人留学生ついてはR１年より集計開始 31



テクノロジー活用等による生産性向上
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介 護 現 場 に お け る 生 産 性 向 上 （ 業 務 改 善 ） の 捉 え 方 と 生 産 性 向 上 ガ イ ド ラ イ ン

業務のやり方を工夫することで、現在の業務から「ムリ」「ムダ」「ムラ」をなくし、業務をより安全に、正確に、効率的に行い、

負担を軽くすることを目的として取り組む活動のこと。

生産性（Output（成果）/Input（単位投入量））を向上させるには、その間にあるProcess（過程）に着目することが重要

一 般 的 な 生 産 性 向 上 の 捉 え 方

介護サービスにおける生産性向上の捉え方

事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。

より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）

介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）

介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生産性向上に資するガイドラインの作成

【介護サービス事業における生産性向上に資
するガイドライン】

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/

介護現場における生産性向上とは、介護ロボット等のテクノロ

ジーを活用し、業務の改善や効率化等を進めることにより、職

員の業務負担の軽減を図るとともに、業務の改善や効率化によ

り生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、利用者と

職員が接する時間を増やすなど、介護サービスの質の向上にも

繋げていくこと
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介護分野におけるテクノロジーの活用例

インカムを活用した
コミュニケーションの効率化

センサーを活用した排泄予測
による省力化・ケアの質向上

スマートフォンを活用した
記録・入力の省力化

センサーを活用した見守り
による省力化・ケアの質向上

移乗支援機器を活用した
従事者の負担軽減

情報の収集・蓄積・活用の
円滑化によるケアの質向上
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業務の課題を整理の上、業務オペレーションの変更、いわゆる介護助手の活用、ICT・介護ロボット等の
テクノロジーを活用し、生産性向上に向けた取組を推進

介 護 現 場 に お け る 生 産 性 向 上 の 先 進 事 例

35

バイタル生体センサー

①見守りセンサーの活用

・離床等を検知し、介護職員へ発報する
・入居者の状態を確認の上、適時に訪室

②バイタル生体センサー等の活用

介護記録ソフト プラットフォーム化
インカム 元気高齢者の活躍

③インカムの活用といわゆる「介護助手」の活躍

・リアルタイムでの情報共有・応援要請
・間接業務（リネン交換、掃除、配膳、片付け、入浴準備等）を

介護助手が担当し、介護職員による直接介護の時間が増加

④介護記録や見守りセンサーやバイタル生体センサー等の
プラットフォーム化

・自動記録で転倒等の状況を確認、要因を分析して予防対策を実施
・夜間の睡眠状態を分析し、適切な排泄誘導、おむつ交換の実施

・呼吸、脈拍等のバイタルデータの収集・蓄積等が可能
・見守りセンサーの機能を備えている機器もある

35



介護ロボットの導入等による職員タイムスタディ調査
（業務時間削減等の効果）

【見守り機器】事前n=277,事後n=248

【介護助手】事前n=158,事後n=160

令和４年度効果測定事業において、介護ロボットの導入や介護助手の活用により、一定の業務時間の削減が確認された。
なお、移乗支援（非装着）については、機器の着脱・装着時間を含み、直接介護の時間が増加した（次頁に補足資料）。

令和４年度「介護ロボット等による生産性向上の取
組に関する効果測定事業」報告書等から作成

【介護業務支援】事前n=93, 事後n=83

夜勤職員（１人１日）の「直接介護」及び「巡回・移動」時間
の合計が約17分減少した。

介護助手導入後の職員の「間接業務時間」は約13分減少した。 「記録・文書作成・連絡調整」の時間は約６分減少した。

【排泄支援機器】 事前n=122,事後n=99

「排泄支援」の時間は約３分減少した。

【移乗支援（装着）】事前n=111, 事後n=96

「介護ロボット着脱・装着時間」及び「直接介護」の合計時間は
約５分減少した。

【移乗支援（非装着）】事前n=143, 事後n=130

「介護ロボットの準備時間」及び「直接介護」の合計時間は約12
分増加した。

社保審-介護給付費分科会

資料３
第233回
R5.11.30
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介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策（介護テクノロジー導入・協働化等支援事業）

○ 施策の目的

○ 施策の概要

○ 施策のスキーム図、実施要件（対象、補助率等）等

○成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

・介護サービス需要の増加への対応や介護人材の確保が喫緊の課題となっており、サービス提供の存続にも関わる重要な問題である。特に
小規模法人を中心に、従来の方法や単独では必要な人材確保が難しい法人も多く、経営の効率も悪くなるという悪循環に陥りがちである。

・また、デジタル行財政改革会議において、デジタル（中核）人材育成数や、ICT・介護ロボットの導入事業者割合、ケアプランデータ連携シス
テム普及の割合等のKPIを設定しており、都道府県におけるワンストップ窓口と連携しつつ、介護現場の生産性向上に向けてテクノロジー導
入等の支援を行う必要がある。

・こうした状況を踏まえ、介護現場の生産性向上の取組や、経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善に取り組む介護サービス事業
者に対する支援を行う。

・生産性向上の取組を通じた職場環境改善について、ICT機器本体やソフト等の導入や更新時の補助に加え、それに伴う業務改善支援や地域全体で取り組
む機器導入等に対する補助を行う。また、小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う経営や職場環境の改善の取組に対して補助を行う。

・生産性向上の取組や経営の協働化・大規模化等を通じた職場環境改善を推進することにより、
介護人材の確保や介護サービスの質の向上に繋げていく。

（１）生産性向上の取組を通じた職場環境改善
①生産性向上に資する介護ロボット・ICTの導入や更新

・事業所の業務効率化に向けた課題解決を図るための業務改善支援及びこれと一体的に行う介護ロボット・ICTの導入や更新に対する支援
②地域全体で生産性向上の取組を普及・推進する事業の実施

・地域の複数事業所における機器の導入に向けた研修や、地域のモデル施設の育成など、都道府県等が主導して面で生産性向上の取組を推進
・都道府県等が主導して、ケアマネ事業所と居宅サービス事業所の間でのケアプランデータ連携システム等の活用を地域で促進し、データ連携によるメ
リットや好事例を収集

（２）小規模事業者を含む事業者グループが協働して行う職場環境改善
・人材募集や一括採用、合同研修等の実施、事務処理部門の集約、協働化・大規模化にあわせて行う老朽設備の更新・整備のための支援 等
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令和６年度補正予算 200億円

【実施主体】
都道府県 （都道府県から市町村への補助も可）

【負担割合】

(1)①、(2)・・・国・都道府県３／４、事業者１／４
（要件によっては国・都道府県１／２、事業者１／２ ）

(1)②・・・国・都道府県 １０／１０
(1)①及び（２）を実施する場合･･･

国・都道府県４／５、事業者１／５
※国と都道府県の負担割合は以下のとおり

（1）①、（2）・・・国４／５、都道府県１／５
（1）②・・・国９／10、都道府県１／10

国 都道府県 事業者
市町村

【事業スキーム】

【介護における介護テクノロジーの導入、協働化等の支援】
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提案型実証における公募結果等について

5/30（木）～６/21（金）まで公募し、52件の申請(148施設)があった。委員会の有識者による書面審査の結果、評価が高い12
の提案（34施設）を採択。訪問系サービスからの実証提案について１件採択。

実証概要施設数類型所在地No.

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証５特養大分１

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証２特定鳥取２

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証３地密特養徳島３

見守り機器等を活用した夜間における介護職員の業務効率化及び業務負担軽減に対する利
用者の安全性の担保についての実証４

開発企業・
特養

長崎・
奈良

４

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証５特養愛知５

体位変換を主眼とした効果把握の実証２特養東京６

訪問スケジュールをAIを用いて自動作成することによる、スケジュール作成に係る業務
負担の軽減に向けた実証１訪問介護滋賀７

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証１特養兵庫８

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証
４特養京都９

ICTを活用した薬剤管理の業務効率化を図ることによる、医師、薬剤師、看護職員の業務
負担の軽減に向けた実証１老健滋賀10

複数機器の組み合わせによる生産性向上に向けた実証
２特養兵庫11

排尿検知機器を活用し、一定期間の機器着用により収集したデータをもとに、機器着用を
前提としない継続的なオペレーション改善に向けた実証
（※）利用者は常態的に機器を利用する必要がなくなるため、限られた機器台数で効率的に利用者の状
態に応じたケアの計画を立てることが可能となる

４
開発企業・
特養

東京12

(※) 項番７及び10は同一法人からの提案
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51%

44%

0% 25% 50% 75% 100%

利用者の表情の変化（笑顔になる頻度等）

利用者の発語量の変化

73%

58%

66%

64%

0% 25% 50% 75% 100%

気持ちに余裕ができる

精神的負担（ストレスなど）が軽減する

利用者により良いケアが提供できる

利用者とのコミュニケーションやケアの時間が充分に取れる

施設数：17施設
※１：-3(そう思わない）～+３（そう思う）の7段階で評価した。+1~+3のいずれかに

回答した職員の割合を示している。 （いずれも事後②）

導入目的

主な実証結果

主なオペレー
ションの変更

介護助手が間接業務を担う時間に応じて、介護職員の
間接業務時間が削減する傾向が把握できた。

介護職員の身体的・精神的な業務負担の軽減：介護助手を導入することにより、役割分担・機能分化を行い、介護職員が
実施すべき本来業務（利用者へのケア）に注力できる体制や時間を創出する。

・各5日間の自記式による業務量調査（タイムスタディ）を実施した。
・介護職員間接業務削減時間は、「事後①・間接業務時間の合計」-「事前・間接業務時

間の合計で算出した。
・介護助手間接業務時間は、調査期間中の間接業務時間の合計を使用した。
・上記集計は、実証パターン④（事前・介護助手０人）の施設のみ対象に実施した。

ｎ=141
（介護職員）

ｎ=87
（利用者）

介護職員が利用者のケアに注力することで、介護職員に
余裕ができ、結果として利用者の発語量や笑顔になる頻
度等が増加する傾向が把握できた。

・介護職員が時間の余裕を持って入居者に関わり、個々の入居者の希望やタイミングに合わせた対応や、気持ちにゆとり
を持った言葉や介護の実践につなげる。

【本実証で介護助手が担った主な間接業務】
食事・おやつに関連する準備・片付け（配膳・下膳、お茶の準備等）、リネン交換 ・ベッドメイク、居室清掃・片付け、等

職員向け調査結果：介護助手導入による施設業務の変化※１

利用者向け調査：介護助手導入による利用者のコミュニケーションの変化※2

※２：-3(減少したと感じる）～+３（増加したと感じる）の7段階で評価した。+1~+3
のいずれかに該当すると回答された利用者の割合を示している（回答は職員が実施）。

（いずれも事後②）

職員タイムスタディ調査結果

介護助手の活用（タスク・シフト/シェア） 主な実証結果
社保審-介護給付費分科会

資料３
(一部加工)

第223回R5.9.8
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51.1%

69.6%

66.4%

49.9%

15.8%

7.0%

5.7%

5.7%

7.1%

9.6%

41.9%

24.7%

27.9%

43.1%

74.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=3873)

介護老人福祉施設（n=1417）

介護老人保健施設（n=724）

特定施設入居者（n=706）

認知症対応型（n=1026）

現在、導入（雇用）している 現在は導入（雇用）していないが、過去、導入（雇用）していた 一度も導入（雇用）したことがない

介護助手活用の現状について

【介護助手等の導入（雇用）の有無】

○ 現在、介護助手等を導入（雇用）している介護施設・事業所は全体の約51％を占めており、介護助手等として活
躍されている方は、女性が全体の約81％、年齢は60歳以上が全体の約57％、保有している介護系の専門資格は「い
ずれの資格も保有していない」が全体の約59％を占めていた。

【性別】

18.9%

30.4%

9.5%

20.0%

12.8%

81.1%

69.6%

90.5%

80.0%

87.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（n=434)

介護老人福祉施設（n=125）

介護老人保健施設（n=105）

特定施設入居者生活介護（n=110）

認知症対応型共同生活介護（n=94）

男性 女性

【保有している介護系の専門資格（複数回答） 】

※ 本調査において、「介護助手等」を以下のいずれの項目を満たした方と定義している。

１.介護施設・事業所もしくは介護施設・事業所を運営する法人と雇用関係にある（有償ボランディアや委託事業者の職

員は除く）

２.掃除や食事の配膳・片付け、ベッドメイキング、利用者の会話の相手、移動の付き添い、レクレーションの実施や補助、

送迎等、専門的な業務（身体介護等）以外の業務を主に行う。

【年齢】

【出典】令和４年度老健事業「介護助手等の導入に関する実態及び適切な業務の設定等に関

する調査研究事業報告書」

6.0%

3.1%

10.6%

5.4%

5.3%

7.6%

9.4%

9.6%

6.3%

4.3%

11.2%

13.4%

11.5%

11.7%

7.4%

18.6%

18.9%

16.3%

23.4%

14.9%

29.8%

28.3%

31.7%

29.7%

29.8%

26.8%

26.8%

20.2%

23.4%

38.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=436)

介護老人福祉施設（n=127）

介護老人保健施設（n=104）

特定施設入居者生活介護（n=111）

認知症対応型共同生活介護（n=94）

30歳未満 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

13.5%

15.3%

15.7%

11.2%

11.1%

3.8%

4.0%

4.9%

2.8%

3.3%

25.5%

15.3%

31.4%

24.3%

34.4%

2.4%

1.6%

3.9%

1.9%

2.2%

0.2%

1.0%

0.2%

0.8%

6.4%

8.1%

4.9%

3.7%

8.9%

58.6%

63.7%

55.9%

61.7%

51.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体（n=423)

介護老人福祉施設…

介護老人保健施設…

特定施設入居者生活介護…

認知症対応型共同生活介護…

介護福祉士 実務者研修（旧ヘルパー１級）
介護職員初任者研修（旧ヘルパー２級） ケアマネジャー
社会福祉士 介護予防運動指導員
その他の資格 いずれの資格も保有していない

特定施設入居者生活介護
（n=706）

認知症対応型共同生活介護
（n=1026）

社保審-介護給付費分科会

資料３第223回R5.9.8
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対象種目

【福祉用具貸与】＜原則＞

・ 車いす（付属品含む） ・ 特殊寝台（付属品含む）

・ 床ずれ防止用具 ・ 体位変換器

・ 手すり ・ スロープ(※２)

・ 歩行器(※２)                       ・ 歩行補助つえ(※２)

・ 認知症老人徘徊感知機器

・ 移動用リフト（つり具の部分を除く) ・ 自動排泄処理装置

(※２ 固定用スロープ、歩行器(歩行車は除く)、歩行補助つえ(松葉杖は除く)は、選択制の対象福祉用具となる。)

【給付制度の概要】

①貸与の原則：利用者の身体状況や要介護度の変化、福祉用具の機能の向上に応じて、適時・適切な福祉用具を利用者に提供できるよう、

介護保険給付の対象となる福祉用具は貸与を原則としている。

②販売種目 ：貸与になじまない性質のもの（他人が使用したものを再利用することに心理的抵抗感が伴うもの、使用によってもとの形

態・品質が変化し、再利用できないもの）と、選択制（③）の対象福祉用具のうち、利用者が販売を選択したものは福祉用

具の購入費を保険給付の対象としている。

③選択制 ：利用者負担の軽減、制度の持続可能性の確保と福祉用具の適時・適切な利用や安全を確保する観点から、一部の福祉用具に

ついて貸与と販売の選択制を導入している。

④ 現に要した費用：福祉用具の貸与及び購入は、市場の価格競争を通じて適切な価格による給付が行われるよう、保険給付上の公定価格

を定めず、現に要した費用の額により保険給付（原則９割、所得に応じて８割・７割支給）する仕組み。なお、貸与

件数が月平均100件以上の商品については、貸与価格の上限設定（※）を実施しており、これを超えて貸与を行った場

合は給付対象としない。また、販売は原則年間10万円を支給限度基準額としている。

※上限価格は当該商品の「全国平均貸与価格＋１標準偏差(１SD)」（正規分布の場合の上位約16％）に相当する。

○ 介護保険の福祉用具は、要介護者等の日常生活の便宜を図るための用具及び要介護者等の機能訓練のための
用具であって、居宅要介護者等の日常生活の自立を助けるためのものを、保険給付の対象としている。

【厚生労働大臣告示において以下のものを対象種目として定めている】

【特定福祉用具販売】＜例外＞

・ 腰掛便座 ・ 自動排泄処理装置の交換可能部品

・ 排泄予測支援機器 ・ 入浴補助用具（※１）

・ 簡易浴槽 ・ 移動用リフトのつり具の部分

（※１）入浴用いす、 浴槽用手すり、浴槽内いす、入浴台、

浴室内すのこ、浴槽内すのこ、入浴用介助ベルト

介護保険における福祉用具
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課題と論点

（介護人材確保・定着、テクノロジー

活用等による生産性向上）
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課題と論点（介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上）

（介護人材確保）

○ 介護職員の有効求人倍率は、求職者数の減少等に伴い、高止まりしている状況。また、これまで累次の処遇改善を国は図って
きたところであるが、依然として、全産業平均の給与とは差がある状況。一方、介護従事者の離職率は中長期的なトレンドでは
低下傾向にある中、離職率が低い事業所・高い事業所と２極化が進んでいる。このような中、地域を問わず、介護サービスの確
保のためには、介護人材確保が大きな課題であり、処遇の改善をはじめ、様々な対策を講じていく必要がある。

→ 足下の人材確保の課題に対応する観点から、令和６年度介護報酬改定で講じた処遇改善加算等の更なる取得促進を進めると
ともに、今回の補正予算を通じて、職場環境の改善や生産性の向上、更なる賃上げ等の支援に取り組む。その上で、賃金の実
態や経営実態のデータを踏まえた上で、引き続き、処遇改善に向けて取り組んでいくべきではないか。

→ 訪問介護については、「1人で利用者宅に訪問してケアを提供することに対する不安」など、特有の理由で有効求人倍率（14
倍）も他の介護職種に比して高い。経験が十分でない方の支援、事業所の垣根をこえた研修の多角化・協働化、経営改善、魅
力発信等などに取り組んでいくべきではないか。

○ 介護職員の入職経路は様々であるが、全産業平均に比してハローワーク経由の方も多く、ハローワークや福祉人材センターな
ど、公的な機関等（※）が担う役割は大きい。小規模事業者については採用活動を行っていない割合が高く、様々な支援が重要。
※福祉人材センター、都道府県、市町村、介護労働安定センター、労働局、ハローワーク、各団体など

→ 介護人材確保のための様々な施策を実効的に実施するため、例えば、ハローワークと福祉人材センターで連携した取組
（例：職場体験の実施等）を行うなど、公的な機関等の一層の連携強化が必要ではないか。また、福祉人材センターにおいて、
潜在介護福祉士の情報収集を強化し、復職支援等をよりきめ細かに行うべきではないか。

○ 介護職員について、2040年度までに新たに約57万人の確保が必要と推計されている。生産年齢人口の減少が見込まれる中で、
介護人材の確保は喫緊の課題。介護人材の確保にあたっては、まずは介護人材の属性（年齢・性別、入職経路、外国人の動向
等）を分析の上、整理した上で議論していくことが重要。

→ 介護人材は、人口減少や高齢化の状況、地域における介護人材の供給量（外国人材を含む）など、地域差や地域固有の課題
が存在。地方の状況を分析し、関係者間で共有のうえ、地域の実状に応じた対策を講じていくことが重要。その仕組みを構築
すべきであり、供給面でも精緻な人材推計を地域ごとに行い、必要な人材確保対策を講じていくことが必要ではないか。
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課題と論点（介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上）

44

（介護人材確保）（続き）

○ 外国人介護人材については、大規模な法人等では活用が進んでいるものの、小規模な法人等においてはハードルが高く、受
け入れが進まないとの指摘もあり、海外現地への働きかけや定着支援を進めることが重要。

→ 海外現地への働きかけについては国ごとのアプローチの手法を整理して取組を強化するとともに、定着支援に向けた日
本語の支援等の強化、地域の実情に応じた受入体制の整備などを進めていくべきではないか。

（介護人材定着）

○ 介護事業者において、職場環境改善や適切な雇用管理を行うとともに、キャリアラダーを整備し、介護職員のキャリアアッ
プを図っていくことがその定着支援・人材確保のために重要。また、業務を切り出し、介護事業所が多様な人材を地域等から
介護助手として受け入れ、業務効率化を図ることも重要。

→ 本人の意欲、能力、ライフステージ等に応じたキャリアパス（※）を構築し、事業所への定着を図っていくために、どの
ような職員配置や、研修内容の充実・強化等を図っていく必要があるか。中長期的に、報酬体系や人員基準をどのように
構築・見直していく必要があるか。
※経営者・施設長となる道、認知症など専門性を追求する道、学校等地域の働きかけなど地域の介護力向上を追求する道

など多様化

→ キャリアアップのため、事業者において、働きながら介護福祉士等の資格を取得したり、新たな技術等の研修を受講する
などの環境整備をどのように試験制度や試験の形態の面で支援していくか。介護事業所が行う働きやすい勤務環境づくりや
有給休暇・育児休業等の取得や復帰に向けた取組をどのように普及促進していくか。



課題と論点（介護人材確保・定着、テクノロジー活用等による生産性向上）

（テクノロジー活用等による生産性向上）

○ 介護テクノロジー等は現場の課題解決・業務効率化と負担軽減に向けた技術である必要。これまで、国等は、令和５年度から
補助金や基金等を活用した導入支援等を実施するとともに、令和６年度介護報酬改定では、施設系サービス等の生産性向上の取
組を評価する新たな加算を設けている。これらの取組により施設系サービス等を中心にテクノロジーの導入・活用が進み、2024
年時点の導入率は31.6％となっている。

（注）介護分野におけるＫＰＩでは、2026年までテクノロジー導入率を50%、2029年までに90％を目指すとともに、2040年ま
でに施設系サービス等においては約３割の効率化を目指すこととされている。

→ 介護事業者において、テクノロジー導入等により業務効率化が図られ、人材確保・定着の面でもそのメリットを実感し、
利用者の個々のニーズに沿ったサービス提供を実現するために、事業者の規模やサービス類型（施設、通所、訪問）等に応じ
て必要な支援を行うべきではないか。

→ 国において、引き続き、テクノロジーの効果を実証し、その導入による生産性向上の取組の効果を定量的に示すことや、
事業者がテクノロジー導入をどのようなプロセスを経て導入したか実例をわかりやすく示すことで、事業者のテクノロジー
導入への不安等を解消し、その普及を図ることが重要ではないか。

→ 様々な現場における課題解決等のため、新たなテクノロジーの開発も必要であり、スタートアップも含めた開発段階の支援
を促進していくことが重要ではないか。

→ 訪問系サービスにおいて、テクノロジーの実証、現場での取組事例の把握、新たなテクノロジー開発を進めるとともに、
様々な現場で使える汎用性の高い介護ソフト等の普及をまずは促進していくべきではないか。また、訪問先の利用者に対する
福祉用具貸与も負担軽減の面で活用していくべきではないか。

→ 小規模な事業所を含め、介護事業所が課題に応じた適切なテクノロジーを選択することが可能となるような情報の集約・活
用の仕組み、事業所内でリーダーシップを発揮して生産性向上・職場環境改善を推進するデジタル中核人材の育成・配置の取
組を進めていくべきではないか。 45

（介護現場における生産性向上の意味）

○ 介護現場における生産性向上とは、テクノロジーを活用し、業務の改善や効率化等を進めることにより、職員の業務負担の
軽減を図るとともに、業務の改善や効率化により生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、利用者と職員が接する時
間を増やすなど、介護サービスの質の向上にもつなげるもの。これにより、職員の離職の防止・職場定着・人材確保も推進。 



介護事業者における雇用管理・職場環境改善な

ど経営の支援
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離職率・採用率の状況

注) 離職（採用）率＝１年間の離職（入職）者数÷労働者数
【出典】産業計の離職（採用）率：厚生労働省「令和５年雇用動向調査」、介護職員の離職（入職）率：（財)介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」

○ 介護職員の離職率は低下傾向にある。
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介護事業所における従業員の過不足感

○ 事業所全体の64.7％が、従業員について不足感を抱いており、職種別にみると、特に、訪問介護員・介護職員については、不足と感じている
事業所が多い。

（資料出所）介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」 48



介護人材の確保について（採用がうまくいっている理由）

＜採用がうまくいっている理由（複数回答）＞ ＜法人格別、事業所規模別採用がうまくいっている理由（複数回答）＞

（資料出所）介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」

○ 人材の確保について事業所側に「採用がうまくいっている理由」を尋ねたところ、最も多いのは 「職場の人間関係がよいこと」であった（62.7％）。
○ 次いで、「残業が少ない、有給休暇をとりやすい、シフトがきつくないこと」の 57.3％、 「仕事と家庭（育児・介護）の両立の支援を充実させて
いること」の 47.9％、「仕事の魅力ややりがいがあること」の 38.3％、 「事業所・施設の設備・環境が働きやすいこと」の 33.4％の順となった。
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介護人材の確保について（介護職員の主な離職の要因及び主な離職防止対策）

早期離職防止・定着促進に効果のある方策

（事業所調査、複数回答）

（資料出所）介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」

○ 労働者側に介護職の離職理由を聞くと、「職場の人間関係に問題があったため」が一番多くなっている。
○ 早期離職防止・定着促進について、事業所側に「効果があった」施策を尋ねたところ、「仕事の内容は変えずに、労働時間や労働日を本人の

希望で柔軟に対応している」、「残業削減、有給休暇の取得促進、シフトの見直し等を進めている」の順となっている。
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（公財）介護労働安定センターの概要

介護事業主に対して、介護労働者の雇用管理の改善、福祉の増進に係る手法に関する相談援助及び介護
労働関係情報等の総合的な収集・提供を行う。

１１１

１ 設立年月日 平成４年４月１日
２ 厚生労働大臣の指定 平成４年７月１日

介護労働者の雇用管理の改善等に関する法律（平成４年法律第63号）第15条に基づき、
介護労働安定センターとして指定を受ける。

３ 組織と予算
（１）組織（令和６年６月１日現在）

（本部）東京都荒川区 （支部・支所）４７都道府県
役員：１４人（常勤は理事長のみ）、職員：３３７人（うち、常勤：３１２人）

（２）令和６年度予算（総額 ：２，９９３百万円）
内訳 ・・・国庫交付金：１，８９２百万円、会費収入：６２百万円、事業収入：１，０３９百万円

【雇用管理改善事業】
・ 相談援助事業
・ 介護雇用管理改善の好事例の情報提供
・ 介護労働実態調査

【能力開発事業】
・ 介護労働講習
・ 研修コーディネート事業
・ 能力開発に関する研究

設立、組織・予算等

主な事業（交付金事業）
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介護事業者に対して、介護労働者の雇用管理の改善、福祉の増進と魅力ある職場づくりに関する相談援助及び
介護労働関係情報等の総合的な収集・提供を行う。

雇用管理改善事業（交付金事業）

（２）介護雇用管理改善の好事例の情報提供
雇用管理改善に関する好事例等の情報を入手できるほか、事業主が自ら雇用管理改善についての簡易な診断を行うことが

できるシステムをホームページ上で運営する。

（１）相談援助事業
主に小規模事業所や開業間もない事業所に対して、個々の事業所の課題を把握し、必要な情報の提供や相談援助を行う。

課題に応じて社会保険労務士、中小企業診断士、経営コンサルタント等の専門家に、また、介護労働者の健康確保に関す
る専門的な相談については、医師・ 看護師等 に委嘱して実施する。

（３）介護労働実態調査
雇用管理改善に資する基礎資料として、事業所における介護労働の実態及び介護労働者の就業の実態等を調査・把握する。

・主な相談事例：賃金や労働時間への不満等により、従業員が定着しない現状を改善したい。
・効果：キャリアに応じた賃金体系や評価制度の導入等により処遇改善を図り、定着につなげている。

令和５年度令和４年度令和３年度

11.0%10.9%10.8%
相談援助を受けた
事業所の離職率

15.4%15.0%13.9%全産業平均※１

13.1%14.4%14.3%介護職種平均※２

令和５年度令和４年度

97,624件109,028件
介護労働サービスインストラクター
による相談援助等

4062.0時間4172.5時間雇用管理コンサルタントによる相談援助

1642.5時間1612.5時間ヘルスカウンセラーによる健康相談

※１雇用動向調査結果
※２介護労働実態調査結果（2職種：訪問介護員、介護職員）
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介護労働者になろうとする者に対して、必要な知識及び技能を習得させるための訓練や、キャリア形成に積極的
に取り組む介護事業者や介護労働者に対する相談援助等を実施する。

能力開発事業（交付金事業）

（１）介護労働講習（実務者研修を主な内容とする講習） （450時間＋α）

離転職者を対象として、介護福祉士の受験要件である「実務者研修」に、実践的な技術に関するカリキュラム
や就職支援を併せた講習を全国で実施する。

（２）研修コーディネート事業

介護労働者のキャリア形成の支援等を促進するため、介護事業者及び介護労働者に対し、キャリアパス構築の
ための相談援助を行う。

令和５年度令和４年度介護労働講習実績

47回/1,474人47回/1,401人実施回数/受講者数

88.1%91.4%就職率

令和５年度実績研修コーディネート事業実績

2,078件個別相談援助件数

（３）介護分野における能力開発に関する研究

介護事業所における雇用管理・マネジメントスキルの育成に関する研究を行う。
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事業所規模別の離職率

○ 事業所規模別に見ると、事業所の規模が大きくなるほど離職率が低くなる傾向にある。

注) 離職率＝１年間の離職者数÷労働者数。訪問介護員・介護職員（施設等）の２職種合計
【出典】（財)介護労働安定センター「令和５年度介護労働実態調査」
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介護サービス事業所における経営の協働化・大規模化の取組

○ 地域や事業者の実情やニーズを踏まえ、介護サービスの経営の協働化・大規模化が進んでいくことは、生産性向上
の観点からも重要であり、各地域・事業者において様々な取組が行われている。

○ 小規模事業所を対象とした協働化・大規模化に関する支援メニューは以下のとおり。
・ 社会福祉法人等を対象とした、小規模法人等のネットワーク化に向けた取組への支援
・ 介護サービス事業者を対象とした、協働化・大規模化等による職場環境改善への支援
・ 訪問介護事業者等を対象とした、協働化・大規模化の支援

※「介護サービス事業（施設サービス分）における生産性向上に資するガイドライン」より抜粋

（参考）協働化・大規模化の事例（物品の共同購入）
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協働化・大規模化等による介護経営の改善に関する政策パッケージ

経営課題や施設・事業所の属性別の協働化・大規模化に係る取組例の作成・周知

社会福祉連携推進法人の先行事例集の作成・周知

都道府県別の社会福祉法人の経営状況の分析・公表・周知

各都道府県に順次（R5～）設置されるワンストップ窓口における相談対応（生産性向上の観点から経営改善に向けた取組を支援）

よろず支援拠点（中小企業・小規模事業者のための経営相談所）や（独）福祉医療機構の経営支援の周知徹底

③ 「 協 働 化 ・ 大 規 模 化 等 の 実 施 」 段 階 に お け る 支 援 （ 財 政 支 援 ）

第三者からの支援・仲介に必要な経費を支出できることの明確化（※１）（合併手続きガイドライン等の改定・周知)

社会福祉法人の合併手続きの明確化（合併手続きガイドライン等の周知）

社会福祉連携推進法人の申請手続きの明確化（マニュアルの作成・周知)

役員の退職慰労金に関するルールの明確化（※２）（事務連絡の発出)

② 「 協 働 化 ・ 大 規 模 化 等 に 向 け た 検 討 」 段 階 に お け る 支 援 （ 手 続 き ・ 留 意 点 の 明 確 化 ）

※１ 社会福祉法人において合理性を判断の上支出
※２ 社会福祉法人について支給基準の客観性をよ

り高めるために算定過程を見直し、支給基準を
変更することは可能

小規模法人等のネットワーク化に向けた取組への支援 ①
事業者が協働して行う職場環境改善への支援（人材募集、合同研修等の実施、事務処理部門の集約等への支援） ②
社会福祉連携推進法人の立上げに向けた取組への支援

社会福祉法人の合併の際に必要な経営資金の優遇融資（（独）福祉医療機構による融資）

令和６年６月18日 第７回デジタル
行財政改革会議

厚生労働大臣提出資料より抜粋

① 「 経 営 課 題 へ の 気 づ き 」 の 段 階 に お け る 支 援 （ 選 択 肢 の 提 示 ）

○介護サービス市場において人材確保が困難となる中、介護施設・事業所が安定的に必要な事業を継続し、地域におけるサービスを確保し、
複雑化したニーズに対応するためには、１法人１拠点といった小規模経営について、協働化・大規模化等による経営改善の取組が必要。

○こうした経営改善の取組を推進するため、経営課題への気づき、協働化・大規模化等に向けた検討、協働化・大規模化等の実施の各段階
に即した対策を講じる。

○すべての介護関係者に協働化・大規模化等の必要性とその方策を認識してもらえるよう、厚生労働省としてあらゆる機会を捉えて、積極
的に発信する。
（厚生労働省HP上に特設ページを開設、関係団体への説明・周知依頼、関係団体機関誌等への寄稿、その他各種説明会の実施等）
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① 社会福祉連携推進法人の立ち上げに向けた支援（１回限り、1,500千円）【単価拡充】

→ 円滑に法人の設立を行うための設立準備会や合同研修会を行う。

２．法人間連
携プラット

フォーム設置
運営事業

メニュー

○ 小規模な社会福祉法人においても「地域における公益的な取組」を行う責務を果たすため、複数の社会福祉法人等が参画するネット
ワークを構築し、ネットワーク参画法人のそれぞれの強みを活かした地域貢献のための協働事業を試行するとともに、協働事業に十分
な人員体制を確保するため、合同研修や人事交流等の、福祉・介護人材の確保・定着に向けた取組を推進する。

○ また、希望するネットワークは、参画法人の事務処理部門の集約・共同化やＩＣＴ技術の導入を行うことにより、参画法人の事務の
効率化を図るとともに、より強固な連携・協働を行うことが可能となる「社会福祉連携推進法人」に移行することを見据えた基盤作り
（※）も可能。

（※）令和4年度に創設した事業メニュー「社会福祉連携推進法人設立支援事業」の単価を拡充し、法人の連携・協働化の支援を推進する。

１ 事 業 の 目 的

小規模法人のネットワーク化による協働推進事業
令和７年度当初予算案 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金 3.5億円 （3.5億円） ※（）内は前年度当初予算額

○ 社会福祉法人の地域の福祉ニーズへの対応力の強化や、経営基盤の強化のため、社会福祉連携推進法人の設立を推進するとともに、
その設立に至らない小規模法人についても、引き続き連携による機能強化や基盤作りが重要であるため、これを推進する。

○ 実施主体：都道府県・指定都市・中核市・一般市（特別区含む）

○ 補助率：定額補助

都道府県
指定都市
中核市
一般市

【社会福祉法人Ｃ】

【社会福祉法人Ａ】【社会福祉法人Ｂ】

小規模法人ネットワーク

【学校法人Ｄ】

補助
(社協等

への委託

も可)

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ーム

② 各法人の強みを活かした地域貢献のための協働事業
→ 地域課題の解決を図るための取組を立ち上げ、試行する。

③ 福祉・介護人材の確保・定着に向けた連携の推進
→ 合同研修会や人事交流等を通じ、人材の確保・定着を図る。

④ 参画法人の事務処理部門の集約・共同化の推進（１回限り、3,200千円）

１．社会福祉
連携推進法人
設立支援事業

⑤ ＩＣＴ技術導入支援（１回限り、2,000千円）
→ プラットフォームの取組を効果的・効率的に行うため、ＩＣＴ技術を導入する。

（年間4,000千円、

原則２か年）

①小規模法人等のネットワーク化に向けた取組への支援
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令和６年度補正予算 介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策
介護テクノロジー導入・協働化等支援事業

１ 介護テクノロジー定着支援事業
介護テクノロジーを導入する事業所に対して都道府県がその支援を実施

（１）介護テクノロジーの導入支援
（２）介護テクノロジーのパッケージ型導入支援
（３）導入支援と一体的に行う業務改善支援（テクノロジー導入する事業所は必須）

２ 地域における介護現場の生産性向上普及推進事業

（１）面的支援によるモデル施設の育成・モデル地域づくり事業
地域のモデル施設の育成等、事業所の生産性向上の取組を面的に支援する事
業を都道府県が実施

【対象経費】※ ①は必須（②～⑤はいずれかを実施）
①介護ロボットやICT等のテクノロジーの導入
②テクノロジーの導入に向けた職員に対する研修
③業務コンサルタントの活用
④好事例集の作成
⑤その他本事業に必要と認められるもの

（２）ケアプランデータ連携による活用促進モデル地域づくり事業
１００万円

移乗支援、入浴支援 （１機器あたり）、その他

２５０万円※1～3介護業務支援のうち「介護記録ソフト」

３０万円上記以外 （１機器あたり）

400万円以上、1000万円以下で都道府県が設定する額パッケージ型導入支援（機器等の合計経費）

４５万円（３を併せて実施する場合は４８万円）一体的に行う業務改善支援
３ 協働化・大規模化等による職場環境改善事業
小規模法人を１以上含む複数の法人による事業者グループが協働化等を行う取
組を支援

【対象経費】
① 合同での人材募集や一括採用等による人材確保、職場の魅力発信に必要な経費
② 共同送迎の実施に向けた調査等に必要な経費
③ 職場環境改善等、従業者の職場定着や職場の魅力向上に資する取組に必要な経費
④ 合同研修や人事交流の実施等、共同での人材育成に必要な経費
⑤ 人事管理や給与制度、福利厚生等のシステム・制度の共通化に必要な経費
⑥ 加算の取得事務を含む業務の集約・共同での外部化に必要な経費
⑦ 各種委員会の共同設置や各種指針の共同策定等に必要な経費
⑧ 協働化等にあわせて行うICTインフラの整備や、老朽設備・備品の更新・整

備に必要な経費
⑨ 経営及び職場環境改善等に関する専門家等による支援に必要な経費

１，２００万円１事業者グループあたり

２，０００万円１モデルあたり

【補助上限額】

【補助上限額】

【補助上限額】

【補助上限額】

国・都道府県４/５、事業者１/５１と併せて３を実施
国・都道府県10/10２を実施
国・都道府県３/４、事業者１/４１又は３のみを実施

【補助率】

※ 1 利用者一人あたりのライセンス料で合計金額が変動する契約の場合は職員数に応じて100万円～250万円
※ 2 情報端末の上限は１０万円
※ 3 「ケアプランデータ連携システム」により５事業所以上とデータ連携を実施する場合は５万円を加算

※ 対象事業所数に上限なし。
※ １都道府県あたり上限３モデル

８５０万円１モデルあたり

事業者グループを構成する１法人毎に120万円（訪問介護の場合150万円）
市町村が実施主体となることも可能

②事業者が協働して行う職場環境改善への支援

◆事業要件：介護テクノロジーの導入を行うグループ
◆補助上限額：2,000万円
◆事業者負担：なし

◆事業要件：小規模法人を１以上含むグループ
◆補助上限額：1,200万円
◆事業者負担：1／４

（１の介護テクノロジー定着支援を併せて実施する場合は１／５）
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訪問介護等サービス提供体制確保支援事業の概要 令和６年度補正予算 90.0億円

○ 訪問介護については、小規模な事業者が多く、中山間や離島などの事業所も含め、人材不足が顕著で経営資源に

制約があるため、経験年数の短い方でも安心して働き続けられる環境整備や、地域の特性・事業所規模を踏まえた

経営支援が必要。

人材確保体制構築支援 経営改善支援

（支援内容（例））

事業所における研修体系の構築や環境づくりの支援によ

り、安心して働ける職場環境を整備

中山間・離島等地域における採用活動の経費を支援し、

地域外の求職者に対する採用機会を拡大

経験年数が短いヘルパーへの同行支援に係る取組を支援

し、ベテランヘルパーの技術を継承

（支援内容（例））

臨時的な事務員の雇用やコンサル活用による支援を通じて、

加算制度の活用等を促進

登録ヘルパーが常勤職員としての雇用を希望する場合、

必要な経費を支援し、常勤化を促進

協働化・大規模化の取組を支援し、地域の状況や事業規

模を踏まえた事業者間の連携を促進

＜補助率＞

実施主体：都道府県（市町村も可）

補助率 ：国２／３、自治体１／３（地財要求）

（※）中山間・離島等地域においては、事業規模や地域特有

のコスト増を踏まえ、一部取組の補助率のかさ上げ

⇒ 国３／４、自治体１／４（地財要求）

＜事業規模（イメージ）＞

予算額 ：９０億円（国費ベース）

給付費 ：約１兆円（年額）

◆事業要件 ：小規模な訪問介護事業者を含むグループ

◆補助上限額：200万円（中山間地域等の場合）

◆事業者負担：なし

（小規模事業者の例）
・ １法人あたり１の訪問介護事業所を運営する法人
・ 事業所の月の延べ訪問回数が平均200回未満である法人
・ 事業所が中山間・離島等地域に所在する法人

（事業取組の例）
・ 物品調達の合理化のための共同購入の取組
・ 人材募集や一括採用、合同研修等の実施
・ 人事管理や福利厚生、請求業務等のシステム共通化 59



介護サービス事業所の経営の協働化の事例①（アンケート調査）

【法人間連携を実施したきっかけ（複数回答）】 n=13

【出典】令和３年度老人保健健康増進事業「介護経営の大規模化・協働化に関する調査研究事業報告書」

【法人間連携で取り組んだ内容（複数回答） 】 n=13

【法人間連携の推進役（複数回答） 】 n=13

○ 小規模法人のネットワーク化を実施した団体等を対象としたアンケート調査によれば、法人間連携を実施した
きっかけは、「職員の確保、教育体制の強化のため」が最も多く、「多様化する地域のニーズへの対応のため」、
「サービスの質の向上のため」が続いた。

○ 法人間連携で取り組んだ内容は、 「研修等、職員教育の合同実施」が最も多く、「地域貢献の拡充」が続いた。

※１ 小規模法人のネットワーク化による協働推進事業費補助金利用団体等が対象。
※２ 本調査において「法人間連携」とは、複数の法人間で協力関係を構築することをいい、地域課題等に対して協働で対応すること、人材確保や災害対応等を法人間で協力することなどの取組等が含まれる。
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介護サービス事業所の経営の協働化の事例②（インタビュー調査）

協働化の好事例では、平成29年の社会福祉法改正により社会福祉法人の役割に「地域における公益的な取組」が位
置づけられたこと等を契機とした連携が行われていた。協働化により、教育体制の整備による人材育成、共同購入・
経費削減、地域貢献などの成果が得られている。

・新潟県地域振興局健康福祉部より提
案があり、設立準備委員会を立ち上
げて開設。

やまがの介護
協働推進ネットワーク
（10法人・10事業所）

一般社団法人福智町
社会福祉連携協議会

（24法人・52事業所）

妻有地域包括ケア
研究会

（12法人・88拠点・164事業所）

・平成29年の社会福祉法の改正を契
機として、社会福祉協議会が推進役
を担い、平成28年６月に福智町社会
福祉法人公益活動連携協議会を設立。

・令和３年4月に法人化。

・介護崩壊の危機感を契機として、生
活支援コーディネーターのいる法人
が中心となり、連携を実施。

・人財育成の協働化により、ケアの質向上、職員のや
りがい・働きがいにつながり、離職率が２桁から１
桁に落ち着いた。

・備品の共同購入によりボリュームディスカウントを
受けることができた。

・合同での人財募集のチラシ作成や、専用ページの開
設、外国人介護人材の受入体制等の整備を行った。
また、合同研修により講師費用等を抑えることがで
きた。

・マスクや抗原検査キットなどの共同購入を実施。ま
た、電力会社と交渉し大規模特約割引契約に至った。

・地域住民と施設職員との共同研修を実施。
・山鹿市の全世帯に求人チラシを年２回配布。在宅を
支援する職員が不足しているため、「働くことので
きる高齢者」等へ働きかけ、職員確保に務めている。

協働化（法人間連携）の経緯 協働化により得られた成果

※1 令和３年度老人保健健康増進等事業「介護経営の大規模化・協働化に関する調査研究事業事例集」をもとに作成

※2 各好事例は、小規模法人のネットワーク事業の補助金を活用して運営。
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社会福祉連携推進法人について

○ 社会福祉連携推進法人は、①社員の社会福祉に係る業務の連携を推進し、②地域における良質かつ適切な福祉サービスを提供するとともに、③社会福祉法人
の経営基盤の強化に資することを目的として、福祉サービス事業者間の連携方策の新たな選択肢として創設し、令和４年４月に施行。

○ ２以上の社会福祉法人等の法人が社員として参画し、その創意工夫による多様な取組を通じて、地域福祉の充実、災害対応力の強化、福祉サービス事業に係る
経営の効率化、人材の確保・育成等を推進。

⇒ 社会福祉連携推進法人の設立により、同じ目的意識を持つ法人が個々の自主性を保ちながら連携し、規模の大きさを活かした法人運営が可能となる。

※ 各法人は、複数の
社会福祉連携推進法人
に参画することが可能

所
轄
庁
（
都
道
府
県
知
事
、
市
長
（
区
長
）
、

指
定
都
市
の
長
、
厚
生
労
働
大
臣
の
い
ず
れ
か
）

認
定
・
指
導
監
督

【法人運営のポイント】
○ 社会福祉連携推進区域(業務の実施地域。実施地域の範囲に制約なし。)を定め、社会福祉連携推進方針(区域内の連携推進のための方針)を決定・公表
○ 社会福祉連携推進業務の実施（以下の６業務の中から全部又は一部を選択して実施）
○ 上記以外の業務の実施は、社会福祉連携推進業務の実施に支障のない範囲で実施可（社会福祉事業や同様の事業は実施不可）
○ 社員からの会費、業務委託費等による業務運営（業務を遂行するための寄附の受付も可）
○ 社員である法人の業務に支障が無い範囲で、職員の兼務や設備の兼用可（業務を遂行するための財産の保有も可）

理事会
（理事６名以上・
監事２名以上）

社員総会
（法人運営に係る重要事項

の議決機関）

社会福祉連携推進
評議会

（3名以上）

法人の業務を執行
事業計画等への意見具申や事業の評価

（社員総会・理事会は意見を尊重）

①地域福祉支援業務 ②災害時支援業務 ③経営支援業務 ④貸付業務 ⑤人材確保等業務 ⑥物資等供給業務

・地域貢献事業の企画・立案
・地域ニーズ調査の実施
・事業実施に向けたノウハウ
提供 等

・応急物資の備蓄・提供
・被災施設利用者の移送
・避難訓練
・BCP策定支援 等

・経営コンサルティング
・財務状況の分析・助言
・事務処理代行 等

※ 介護職種に係る技能実習の監理団体
は、経営支援業務として行う

・社会福祉法人である社員に
対する資金の貸付け

※ 貸付け毎に所轄庁の認定が必要
※ 貸付け原資の提供は、原資提供社員

(社会福祉法人)の直近３カ年度の本部
拠点の事業活動計算書における当期
活動増減差額の平均額が上限

※ 貸付け原資は、社会福祉充実財産の
控除対象財産とはならない

・採用・募集の共同実施
・人事交流の調整
・研修の共同実施
・現場実習等の調整 等

・紙おむつやマスク等の物
資の一括調達
・給食の供給 等

※ 原則１社員１議決権※ 代表理事１名を選出

※ 不当に差別的な取扱いをしないなど、一定の要件を満たす場合であって、
社員間の合意に基づき、定款に定める場合は、異なる取扱いも可能

※ 理事及び監事の要件は、
社会福祉法人と同水準

社会福祉連携推進法人（一般社団法人を認定）

大学等福祉・介護人材養成施設への募集活動や合同説明会の開催
合同の職員研修の実施、社員間の人事交流の調整

特別養護老人ホームＢ 特別養護老人ホームＣ特別養護老人ホームＡ

（社員）

社会福祉連携推進法人

⇒学生等への訴求力の向上、福祉・介護人材
の資質向上、採用・研修コストの縮減が期待

【社会福祉連携推進法人のイメージ（介護施設における人材確保に活用する場合）】

会費等を支払い、社員として参画、社員総会において議決権を行使 社会福祉連携推進業務等を通じた便益を享受
【社員として参画できる法人の範囲】

社会福祉法人

※ ２以上の法人が参画し、参画する社員の過半数は社会福祉法人であることが必要

社会福祉事業を
経営する法人

社会福祉事業等に従事
する者の養成機関を

経営する法人

社会福祉を目的
とする公益事業を

経営する法人

※ 社会福祉連携推進区域の福祉の状況の声を反
映できる者を必ず入れる
業務に応じて、福祉サービス利用者団体、経営者

団体、学識有識者等から構成

※ 議決権の過半数は、社会福祉法人である社員が持つ
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社会福祉連携推進法人及び小規模法人の
ネットワーク化による協働推進事業の取組の実例

注 「社会福祉連携推進法人、小規模法人のネットワーク化による協働推進事業事例集（2023年度版）」（厚生労働省 令和５年度社会福祉推進事業 社会福祉連携推進法人制度の活用の促
進に関する調査研究事業）を基に作成。

社会福祉連携推進法人リガーレ（認定所轄庁：京都府）
・ 研修

連携法人が共同で確保した専任職員（スーパーバイザー）を中心に、５法人の施設長クラスの職員が研修企画を行い、
年間を通じた研修を実施。小さい法人単独では実施が難しい経験別・階層別研修を年間60回余り実施。

・ 人材確保共同事業
人材確保のために、各法人に総務部門責任者等で構成される人材確保専任職員と、採用２～３年目の若手職員によるリ

クルーターを選出し、学生とともに社員法人の施設を巡るバスツアーの企画や就職フェアへの出展、広報ツールの作成、
大学・専門学校への訪問、ホームページ作成、リクルーター育成などの取組を実施。さらに、外国人技能実習生の受入も
共同で実施。

・ スーパーバイザーによる巡回
社員法人が抱える課題について、スーパーバイザーが介入、助言、伴走を実施。具体的には、研修体系の整理やOJTの

仕組みづくり、会議体系の整理などを実施。

社会福祉連携推進法人日の出医療福祉グループ（認定所轄庁：兵庫県）
・ 業務におけるＩＣＴ化の推進

業務に使用するＩＴ機器やサービスの調達・導入やインフラ整備、システム導入・開発に至るまで幅広く担当し、業務
におけるICT化を迅速かつ安全に提供。

・ 一括購入
パソコン、無線機器、業務用スマートフォン、セキュリティソフト等の一括購入を実施。

社会福祉連携推進法人となりの（認定所轄庁：愛知県）
・ 法人後見

権利擁護の必要な障がい者や高齢者への支援が不足しているという課題に対し、行政、社会福祉協議会、弁護士、地元
企業や地元銀行などの協力の下、家庭裁判所等との綿密な打ち合わせを経て、法人後見を受任。

福祉の魅力発信 阿蘇ネットワーク（事務局本部：熊本県阿蘇市の法人）
・ 人材確保・定着活動

HPでの魅力発信や学生のインターンシップ受け入れ、参加法人の職種別の交流会を実施。
・ ICT導入支援

参画法人の中でICTに関するノウハウ共有やオンライン会議の環境を整備。

気仙沼市本 地区小規模法人連携事業協議会（事務局本部：宮城県気仙沼市内の法人）
・ 人材確保・育成事業

職員スキルアップ研修を実施し、今後は中堅職員の育成や交流の機会を創出に務める。
・ 地域への福祉啓発活動及び地域貢献活動

参画法人の福祉事業所の場所をマップにまとめて地域住民へ配布。こどもの帰宅時間に合わせたゴミ拾い活動を実施。
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協働化・大規模化等による介護経営の改善に関する政策パッケージ

経営課題や施設・事業所の属性別の協働化・大規模化に係る取組例の作成・周知

社会福祉連携推進法人の先行事例集の作成・周知

都道府県別の社会福祉法人の経営状況の分析・公表・周知

各都道府県に順次（R5～）設置されるワンストップ窓口における相談対応（生産性向上の観点から経営改善に向けた取組を支援）

よろず支援拠点（中小企業・小規模事業者のための経営相談所）や（独）福祉医療機構の経営支援の周知徹底

③ 「 協 働 化 ・ 大 規 模 化 等 の 実 施 」 段 階 に お け る 支 援 （ 財 政 支 援 ）

第三者からの支援・仲介に必要な経費を支出できることの明確化（※１）（合併手続きガイドライン等の改定・周知)

社会福祉法人の合併手続きの明確化（合併手続きガイドライン等の周知）

社会福祉連携推進法人の申請手続きの明確化（マニュアルの作成・周知)

役員の退職慰労金に関するルールの明確化（※２）（事務連絡の発出)

② 「 協 働 化 ・ 大 規 模 化 等 に 向 け た 検 討 」 段 階 に お け る 支 援 （ 手 続 き ・ 留 意 点 の 明 確 化 ）

① 「 経 営 課 題 へ の 気 づ き 」 の 段 階 に お け る 支 援 （ 選 択 肢 の 提 示 ）

○介護サービス市場において人材確保が困難となる中、介護施設・事業所が安定的に必要な事業を継続し、地域にお
けるサービスを確保し、複雑化したニーズに対応するためには、１法人１拠点といった小規模経営について、協働
化・大規模化等による経営改善の取組が必要。

○こうした経営改善の取組を推進するため、経営課題への気づき、協働化・大規模化等に向けた検討、協働化・大規
模化等の実施の各段階に即した対策を講じる。

○すべての介護関係者に協働化・大規模化等の必要性とその方策を認識してもらえるよう、厚生労働省としてあらゆ
る機会を捉えて、積極的に発信する。
（厚生労働省HP上に特設ページを開設、関係団体への説明・周知依頼、関係団体機関誌等への寄稿、その他各種説明会の実施等）

※１ 社会福祉法人において合理性を判断の上支出
※２ 社会福祉法人について支給基準の客観性をよ

り高めるために算定過程を見直し、支給基準を
変更することは可能

小規模法人等のネットワーク化に向けた取組への支援

事業者が協働して行う職場環境改善への支援（人材募集、合同研修等の実施、事務処理部門の集約等への支援）

社会福祉連携推進法人の立上げに向けた取組への支援

社会福祉法人の合併の際に必要な経営資金の優遇融資（（独）福祉医療機構による融資）

令和６年６月18日 第７回デジタル
行財政改革会議

厚生労働大臣提出資料より抜粋
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介 護 現 場 に お け る 生 産 性 向 上 （ 業 務 改 善 ） の 捉 え 方 と 生 産 性 向 上 ガ イ ド ラ イ ン

業務のやり方を工夫することで、現在の業務から「ムリ」「ムダ」「ムラ」をなくし、業務をより安全に、正確に、効率的に行い、

負担を軽くすることを目的として取り組む活動のこと。

生産性（Output（成果）/Input（単位投入量））を向上させるには、その間にあるProcess（過程）に着目することが重要

一 般 的 な 生 産 性 向 上 の 捉 え 方

介護サービスにおける生産性向上の捉え方

事業所が生産性向上（業務改善）に取り組むための指針としてガイドラインを作成。

より良い職場・サービスのために今日からできること（自治体向け、施設・事業所向け）

介護の価値向上につながる職場の作り方（居宅サービス分）

介護サービスの質の向上に向けた業務改善の手引き（医療系サービス分）

生産性向上に資するガイドラインの作成

【介護サービス事業における生産性向上に資
するガイドライン】

https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/

介護現場における生産性向上とは、介護ロボット等のテクノロ

ジーを活用し、業務の改善や効率化等を進めることにより、職

員の業務負担の軽減を図るとともに、業務の改善や効率化によ

り生み出した時間を直接的な介護ケアの業務に充て、利用者と

職員が接する時間を増やすなど、介護サービスの質の向上にも

繋げていくこと
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より良い職場・サービスのために今日からできること（業務改善の手引き）
（介護サービス事業における生産性向上に資するガイドライン）

①職場環境の整備 ②業務の明確化と役割分担
(１)業務全体の流れを再構築

②業務の明確化と役割分担
(２)テクノロジーの活用 ③手順書の作成

⑥OJTの仕組みづくり⑤情報共有の工夫④記録・報告様式の工夫 ⑦理念・行動指針の徹底

取組
前

取組
後

介護職員が
専門能力を発

揮
介護助手
が実施

介護職の業務が
明確化されて

いない

業務を明確化し、
適切な役割分担を
行いケアの質を向上

職員の心理的
負担が大きい

職員の心理的
負担を軽減

職員によって異なる
申し送り

申し送りを
標準化

帳票に
何度も転記

タブレット端末や
スマートフォンによる

データ入力（音声入
力含む）とデータ共有

活動している
職員に対して
それぞれ指示

インカムを利用し
た

タイムリーな
情報共有

職員の教え方
に

ブレがある
教育内容と

指導方法を統一

イレギュラーな
事態が起こると
職員が自身で
判断できない

組織の理念や行
動

指針に基づいた
自律的な行動
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介護サービス事業所等における生産性の向上に資する取組に係る努力義務

・介護現場において、生産性向上の取組を進めるためには、一つの介護事業者のみの自助努力だ
けでは限界があるため、地域単位で、モデル事業所の育成や取組の伝播等を推進していく必要
がある。一方、事業者より、「地域においてどのような支援メニューがあるのか分かりにく
い」との声があるなど、都道府県から介護現場に対する生産性向上に係る支援の取組の広がり
が限定的となっている実態がある。

・都道府県を中心に一層取組を推進するため、都道府県の役割を法令上明確にする改正を行うと
ともに、都道府県介護保険事業支援計画において、介護サービス事業所等における生産性向上
に資する事業に関する事項を任意記載事項に加える改正を行う。

改 正 の 趣 旨

改 正 の 概 要 ・ 施 行 期 日

・都道府県に対する努力義務規定の新設
都道府県に対し、介護サービスを提供する事業所又は施設の生産性の向上に資する取組が促進され
るよう努める旨の規定を新設する。

・都道府県介護保険事業支援計画への追加
都道府県介護保険事業支援計画の任意記載事項に、介護サービス事業所等の生産性の向上に資する
事業に関する事項を追加する。
※ 市町村介護保険事業計画の任意記載事項についても、生産性の向上に資する都道府県と連携した取組に関する

事項を追加する。

・施行期日：令和６年４月１日
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都道府県における生産性向上の取組の促進策の全体像

介護現場
革新会議

（年２回程度開催）

第三者による生産性向上の取組の支援

（独）福祉医療機構

（独）中小企業基盤整備機構

よろず支援拠点

ハローワーク

介護労働安定センター

福祉人材センター

シルバー人材センター

経営支援

事業者の採用活動等の人材確保の支援

厚生労働省

研修 有識者派遣 相談

他の機関
との連携 試用貸出 機器展示

情報提供・支援

研修・調査研究情報収集・整理

開催支援

方針提示

介護事業者

生産性向上に

関する相談
支援提示

情報提供

革新会議想定メンバー

・介護事業者団体

・職能団体、先進的事業所

・県社会福祉協議会、

・学識経験者

・つなぎ連携先の担当者 等

つなぎ
連携

※その他、地域の実情に応じた各種支援

地域における課題や
解決策の検討

施策への意見収集 革新会議メンバー
間の連携強化

総合相談センターの
運営方針の決定

介護テクノロジー導入支援

都道府県が主体となり実施

介護生産性向上
総合相談センター
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介護生産性向上総合相談センター設置状況（令和６年10月時点）

あきた介護業務「カイゼン」

サポートセンター

宮城県介護事業所支援相

談センター

あおもり介護生産性向上総

合センター

北海道介護ロボット普及推

進センター

秋田市御所野下堤５－１－１

秋田県中央地区シルバーエリア

宮城県長寿社会政策課

介護人材確保推進班

青森県青森市中央３丁目20-30

県民福祉プラザ

北海道札幌市中央区北2条西7丁

目1番地かでる2.7

介護職場サポートセンター

ＴＯＫＹＯ

千葉県介護業務効率アップ

セ センター

ふくしま介護生産性向上

支援センター

山形県介護生産性向上総

合支援センター

新宿区西新宿２丁目７番１号 新宿第一

生命ビルディング（小田急第一生命ビル）

19階

千葉市中央区中央3-3-1

フジモト第一生命ビル6階

郡山市富田町字満水田27－８

ふくしま医療機器開発支援センター内

山形県天童市一日町4丁目2-6

ふくい介護テクノロジー・業

務改善支援センター

とやま介護テクノロジー普

及・推進センター

新潟県介護職場DX・業務改

善サポートセンター

神奈川県介護生産性向上総

合相談センター

福井市中央１－３－１

加藤ビル６階

富山市安住町5番21号

富山県総合福祉会館（サンシップとやま）2階

新潟市中央区米山２－４－１

基山第3ビル6階

横浜市中区山下町23番地

日土地山下町ビル9階

あいち介護生産性向上総

合相談センター

岐阜県介護生産性向上総

合相談センター

長野県介護・障がい福祉

生産性向上総合相談セン

ター

山梨県介護福祉総合支援

センター

愛知県名古屋市中村区名駅南

2-14-19 住友生命名古屋ビル

14階

岐阜県岐阜市金園町１－３－３

クリスタルビル２階

長野県長野市南県町1082

ND南県町ビル５階

山梨県甲府市北新1-2-12

山梨県福祉プラザ1階

和歌山県介護生産性向上

総合相談センター

ひょうご介護テクノロジー導入・

生産性向上支援センター

大阪府介護生産性向上支

援センター

みえ介護生産性向上支援

センター

和歌山県和歌山市手平2丁目１

－２

県民交流プラザ和歌山ビッグ愛7

階

兵庫県神戸市西区曙町1070大阪府大阪市住之江区南港北

2-1-10 ATCビルITM棟11階

津市栄町３－２４３

関権第三ビル５０６

こうち介護生鮮性向上

総合支援センター

愛媛県介護生産性向上総

合相談センター

介護職場サポートセンター

ひろしま

岡山県介護生産性向上総

合相談センター

高知県高知市堺町２－２６

高知中央ビジネススクエア ７階

松山市一番町１丁目１４番１０号

井手ビル４階

広島市南区比治山本町１２－２

（広島県社会福祉会館内）

岡山市北区柳町１－１－１

住友生命岡山ビル15階

鹿児島県介護生産性向上

総合相談センター

大分県介護DXサポート

センター

ながさき介護現場

サポートセンター

鹿児島県鹿児島市山下町14-50

カクイックス交流センター２階

大分県大分市明野東３丁目４番１

号

長崎県長崎市元船町9-18

長崎BizPORT２階

7

8

C
E

FI

G

K

J
H

■（令和６年度中に開設予定：５ヵ所） ※介護生産性向
上総合相談セン
ターに関し、令
和6年度中に開
設予定がない都
道府県について
も、令和７年度
以降に設置予定

■介護生産性向上総合相談センター

都道府県が設置するワンストップ型の窓口。地域の実情に応じた相談対応や研修会、介護現場への有識者の派遣、介護ロボット等の機器展示や試
用貸出対応を実施。また、経営支援や人材確保支援に対応するため、関係機関（よろず支援拠点・ハローワーク・介護労働安定センター等）へのつな

ぎ連携も実施している。令和８年度までに全都道府県に設置予定。

A

B

11 12

13 14 15 16

17 18

■介護生産性向上総合相談センター（設置済）

公益財団法人介護労働安定

センター茨城支部 介護ロボッ

ト・ICT相談窓口

公益財団法人 いきいき岩手支

援財団

岩手県高齢者総合支援セン

ター

茨城県水戸市南町3丁目4番10号

水戸FFセンタービル

岩手県盛岡市本町通3丁目19-1

岩手県福祉総合相談センター3階

社会福祉法人 埼玉県社会

福祉協議会 介護すまいる

館

とちぎ福祉プラザモデルルーム

福祉用具・介護ロボット相談・

活用センター

埼玉県さいたま市浦和区針ヶ谷４-
２-６５

栃木県宇都宮市若草1-10-6 とちぎ

福祉プラザ１F

公益財団法人介護労働安定

センター奈良支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

公益財団法人介護労働安定

センター福井支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

奈良県奈良市大宮町4-266-1
三和大宮ビル2階

福井県福井市中央1丁目3-1 加藤

ビル6階

公益財団法人介護労働安定

センター山口支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

公益財団法人介護労働安定

センター鳥取支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

山口県山口市穂積町1-2
リバ－サイドマンション山陽Ⅱ2F

鳥取県鳥取市扇町１１６

田中ビル２号館２階

公益財団法人介護労働安定

センター佐賀支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

公益財団法人介護労働安定

センター香川支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

佐賀県佐賀市駅南本町6-4

佐賀中央第一生命ビル8F

香川県高松市寿町1丁目3番2号

日進高松ビル6階

公益財団法人介護労働安定

センター熊本支部 介護ロ

ボット・ICT相談窓口

熊本県熊本市中央区花畑町 1-1
大樹生命熊本ビル２Ｆ

■介護ロボット・ICT相談窓口 （11ヵ所）

C

E

G

K

I

B

D

F

H

J

A

開設予定都道府県名番号

秋頃滋賀県1
秋頃徳島県2
秋頃福岡県3
秋頃宮崎県4

D

2019

21

1

5

432

7 8

9

6

10

※国の事業で設置された窓
口（都道府県の準備ができ
次第、介護生産性向上総合
相談センターへ移行）

22 2423

25 26 2827
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介護現場の職場環境改善・テクノロジー導入のＫＰＩ

• 介護分野におけるデジタル行財政改革を推進するため、基盤・環境の整備（インプット）や基盤・環境の活用（アウトプット）の各段階で
適切なＫＰＩを設定し、 効果の創出（アウトカム）を目指す。

注１）※をつけたものはサービス類型毎にデータを集計・分析し公表する予定としており、サービスが限定されていないものは原則全サービスとする
注２）職員一人あたりに対する利用者の人数は、老人保健施設で2.2対１、介護老人福祉施設で2.0対１、特定施設入居者生活介護指定施設（介護付きホーム）で2.6対１となっている

（令和5年度介護事業経営実態調査結果より算出）
注３）参考指標として介護職員全体の給与（賞与込みの給与）の状況を対象年毎に確認
注４）本KPIは、必要に応じて随時に見直しを行うものとする

Use Case 

基
盤
・
環
境
の
活
用

O
utcom

e

効
果
を
は
か
る

Environm
ent

基
盤
・
環
境
の
整
備

2023年 2026年 2029年 2040年 定義等
生産性向上方策等周知件数 2,570件

（R5暫定値） 増加 増加 ー （単年度）セミナー、フォーラム、都道府県窓口セミナーへの参加件数、
動画再生回数の増加

デジタル（中核）人材育成数（2023年度より実施） 500名 5,000名 10,000名 ー （累計）デジタル（中核）人材育成プログラム受講人数（国が実施するも
ので、自治体や民間が実施する研修等の数は含んでいない）

都道府県ワンストップ窓口の設置数（2023年度より実施） 5 47 47 47 （累計）各都道府県における設置数

委員会設置事業者割合※ （2024年度より実施） ー （累計）入所・泊まり・居住系サービスは3年後義務化予定、KPIは全サー
ビスを対象とする（一部サービスを除く）

ケアプランデータ連携システム普及自治体の割合（2023年度より実施）
事業者が活用している自治体の割合 40% 80% 100% 100% （累計）管内事業者が利用している市区町村の割合

複数の事業者が活用している自治体の割合 ー 50% 90% 100% （累計）管内事業者が3割以上利用している市区町村の割合

29% 50% 90% 90％以上 処遇改善加算の職場環境要件の算定状況を集計

介護現場のニーズを反映したICT・介護ロボット等の開発支援件数 52件
（R５暫定値）

60件以上 60件以上 ー （単年度）介護ロボットの開発・実証・普及のプラットフォーム事業にお
ける開発企業とニーズのマッチング支援件数を集計

生産性向上の成果※ デジタルを活用した報告（年１回）を原則とし、都道府県及び厚生労働省
が確認できること

 ①全介護事業者
１ヶ月の平均残業時間の減少 6.4h 減少又は維持 減少又は維持 減少又は維持 3年間の平均値が前回数値より減少又は維持（令和４年全産業平均13.8ｈ）

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数） 7.4日 8.4日 10.9日 全産業平均以上 3年間の平均値が目標値又は前回の数値より増加又は維持（令和４年（又は
令和３会計年度）平均取得日数10.9日）

 ②加算取得事業者及び補助金を利用して機器を導入した事業者（2024年度より実施）
１ヶ月平均残業時間が①の群より減少する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数）が①の群より増加する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

 ③上位加算取得事業者及び特例的な柔軟化を実施する事業者（2024年度より実施）

総業務時間の減少割合 ー 25% 25% 25% タイムスタディの実施（令和４年度実証事業並の変化率）

１ヶ月平均残業時間が②の群より減少する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

有給休暇の取得状況（年間平均取得日数）が②の群より増加する事業者の割合 ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

年間の離職率の変化※

①全介護事業者 15.7%
（Ｒ４調査）

15.3% 15.0% 全産業平均以下
3年間の平均値が目標値又は前回の数値より減少又は維持（令和４年産業計
15.0％）

②加算取得事業者及び補助金を利用して機器を導入した事業者
（①の群より減少した事業所の割合）

ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

③上位加算取得事業者及び特例的な柔軟化を実施する事業者
（②の群より減少した事業所の割合）

ー 30% 50% 90％以上 事業者からの報告

人員配置の柔軟化（老健、特養、特定 （注2））※ ー 1.3% 8.1% 33.2% 令和５年度の介護事業経営実態調査を始点とし、人員配置の変化率を確認

ICT・介護ロボット等の導入事業者割合※

【2024年夏までに調査を実施し、目標を設定】

デジタル行財政改革会議（第３回）（R５．12．20）
資料4 厚生労働大臣資料（一部加工）
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介護現場の生産性向上のための取組状況
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施策名：介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策

○ 施策の目的

○ 施策の概要

○ 成果イメージ（経済効果、雇用の下支え・創出効果、波及プロセスを含む）

○ 介護人材の確保のためには、他産業の選択・他産業への流出を防ぐため、全産業平均の給与と差がつく
中、緊急的に賃金の引き上げが必要。

○ 賃上げとともに、介護現場における生産性を向上し、業務効率化や職場環境の改善を図ることにより、職
員の離職の防止・職場定着を推進することが重要。これらは働きやすさの改善のための事業者における基
盤整備とともに、具体的なテクノロジーの導入・投資への支援、経営等の協働化・大規模化等を通じた職場
環境改善が必要。

○ また、訪問介護については、小規模な事業者が多く、中山間や離島などの事業所も含め、人材不足が顕
著で経営資源にも制約があるため、経験年数の短い方でも安心して働き続けられる環境整備や、地域の特
性・事業所規模を踏まえた経営支援、福祉施策と労働施策の連携体制強化やホームヘルパーの魅力発信
を通じた人材確保の促進が必要。

介護現場における生産性向上や職場環境改善等を図ることにより、介護職員の確保・定着や介護サービスの質の向上につなげる。

【○介護人材確保・職場環境改善等に向けた総合対策】
令和６年度補正予算 1,103億円

処遇改善加算を取得している事業所のう
ち、生産性を向上し、更なる業務効率化や
職場環境の改善を図り、介護人材確保・定
着の基盤を構築する事業所に対する支援

※人件費に充てることが可能
※処遇改善加算の更なる取得促進をあわ

せて実施

生産性向上・職場環境改善等に係る具体的な
テクノロジーの導入・投資への支援、経営等の
協働化・大規模化への支援

訪問介護の提供体制確保支援

ホームヘルパーの同行支援など、経験
年数の短い方でも安心して働き続けられ
る環境整備や、地域の特性・事業規模を
踏まえた経営支援、福祉施策と労働施
策の連携体制強化やホームヘルパーの
魅力発信を通じた人材確保促進

介護人材確保・職場環境改善等事業 介護テクノロジー導入・協働化等支援事業 訪問介護の提供体制確保支援

再掲
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介護サービス事業者の経営情報の調査及び分析等（令和５年介護保険法改正事項）

2040年を見据えた人口動態等の変化、生産年齢人口の減少と介護現場における人材不足の状況、新興感染症等による介護事業者への経営影
響を踏まえた支援、制度の持続可能性などに的確に対応するとともに、物価上昇や災害、新興感染症等に当たり経営影響を踏まえた的確な支援策
の検討を行う上で、 ３年に１度の介護事業経営実態調査を補完する必要がある。

（参考）令和３年度介護報酬改定に関する審議報告において、より正確な経営実態等の把握に向けて、より適切な実態把握のための方策を引き続き検討していくべきとされて
いる。

このため、①介護サービス事業者の経営情報の収集及びデータベースの整備をし、②収集した情報を国民に分かりやすくなるよう属性等に応じて
グルーピングした分析結果を公表する制度を創設する。 【施行日：令和６年４月１日】

【データベースの概要】
• 対象：原則、全ての介護サービス事業者
• 収集する情報：介護施設・事業所における収益及び費用並びに、任意項目として職種別の給与（給料・賞与）及びその人数

※ 収集する内容は省令以下で規定

• 公表方法：国民に分かりやすくなるよう属性等に応じてグルーピングした分析結果の公表
※ 上記のデータベースの整備のほか、利用者の介護サービス事業者の選択に資するよう、介護サービス情報公表制度についても併せて見直しを行い、介護サービス事業者に対し

財務状況の公表を義務付ける等の対応を行う。

① 介護サービス事業者は、毎会計年度終了後に経営情報を都

道府県知事に報告。

② 都道府県知事は、介護サービス事業者の経営情報に関する

調査及び分析を行い、厚生労働大臣にも報告。

③ 厚生労働大臣は、介護サービス事業者の経営情報に関する

データベースを整備し、経営情報の把握・分析、結果の公表。

社 会 福 祉 法 人
医 療 法 人
営 利 法 人
N P O 等

都 道 府 県

国
（ 厚 生 労 働 省 ）

①報告

②報告・提供

国 民

情報提供の
求め

データベース

③公表

＜データベースの運用イメージ＞
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社会福祉法人の財務諸表等電子開示システムについて

社会福祉法（昭和26年法律第45号）第59条の２第５項に基づき、国民にインターネット等を通じて迅速に情報を提供でき

るよう、社会福祉法人に関する情報に係るデータベースとして整備。

各社会福祉法人が所轄庁に届け出た計算書類等について、都道府県を通じて集約。

全国の社会福祉法人に関する現況報告書、計算書類等の情報を公表するとともに、その内容について集約した結果を公表。
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課題と論点

（雇用管理・職場環境改善など経営の支援）

75



課題と論点（雇用管理・職場環境改善など経営の支援）

（経営課題と雇用管理、職場環境改善・生産性向上等）

○ 高齢化や人口減少が進む中、介護事業所はそれぞれ多くの経営課題を有する。

→ 介護事業者が地域の状況を把握し、また、足下の経営状況のみならず将来の経営状況を見通した上で経営を
行うことが重要ではないか。そのために、地域の状況について、より精緻な情報を提供するべきではないか。

→ 都道府県に対して報告される経営情報について、適切に事業所支援に活用することも考えられる。そのため
に、これまで蓄積のある福祉医療機構（WAM）等のノウハウも活用し、情報の分析手法をわかりやすい形で示
していくべきではないか。

○ 介護事業所において、職場環境改善のため、適切な雇用管理を行うとともに、生産性の向上を進めて必要な業務
効率化を行うことが、職員の負担軽減による介護人材の確保・定着、ケアの質の確保、ひいては経営の安定化につ
ながるため重要。生産性向上の取組の推進については、介護保険法を改正し、都道府県に対し、介護サービスを提
供する事業所又は施設の生産性の向上に資する取組が促進されるよう努める旨の規定が新設され、ワンストップ型
の相談窓口の全都道府県への設置及び生産性向上の取組を関係機関と協議するための都道府県介護現場改革会議の
設置を進めている。

→ 現在、ワンストップ相談窓口及び都道府県介護現場革会議は立ち上げ期（令和６年度中に31都道府県に設置予
定）にあるが、今後、本格的運用を開始するに当たり、どういった取組や仕掛けが必要と考えられるか。

→ また、効果的な取組を進めていくためには、昨年12月に策定した介護分野におけるKPIについて、都道府県に
よる効果の把握及び具体的な検証が重要であるが、どのような分析や活用が有効と考えられるか。

→ さらに、各地域には、自治体、都道府県労働局、よろず支援拠点、福祉人材センター、WAMなど多くの経営支
援・人材確保に取り組む関係機関がある。また、会計士や中小企業診断士など様々な専門職もいる。これらの機
関等がより連携し、介護事業者のニーズにあった支援を行うにはどのような取組が求められるか。

→ あわせて、適切な雇用管理の実施については、介護労働安定センターが事業者へのアウトリーチ相談、研修の
実施など様々な雇用管理に係る支援を実施。この枠組みが一層活用されるべきではないか。

76



課題と論点（雇用管理・職場環境改善など経営の支援）

（介護事業者の連携等）

○ 個々の介護事業者により経営課題が解決できない場合も、他事業者との連携、協働化、経営の多角化も含
めた大規模化など複数の経営主体により解決が図られるケースもある。また、社会福祉連携推進法人や小規
模事業者のネットワーク構築といった手法もある。しかしながら、現状、国による支援等も行われているが、
これらの取組は進んでいない状況。

→ これらの手法を普及させるにはどうすべきか。事業者が取り組むインセンティブとしてどのようなもの
が考えられるか。

→ 社会福祉法人等の公益を担う法人の役割についてどう考えるか。地域でのサービスの維持のために果た
すべき役割のため、その連携も含めて、どのような策を促していくべきか。
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認知症ケア
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認知症の推計

• 2022年に認知症の地域悉皆調査を実施した４地域（福岡県久山町、石川県中島町、愛媛
県中山町、島根県海士町）において推計

• MCI/認知症の有病率は約３割。85－89歳の約6割、90歳以上の約7割はMCI/認知症にな
ると見込まれる

認知症：12.3％ MCI：15.5％

資料：「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研究」（令和５年度老人保健事業推進費等補助金 九州大学 二宮利治教授）より厚生労働省にて作成
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認知症の推計

• 2022年の認知症およびMCIの性年齢階級別有病率が今後も一定と仮定した場合、
2060年の認知症者高齢者数は645万人、MCI高齢者数は632万人と推計される

資料：「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研究」（令和５年度老人保健事業推進費等補助金 九州大学 二宮利治教授）より厚生労働省にて作成
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65歳以上の認知症有病率の変化

65歳以上高齢者3079万人

462万人

400万人

2217万人

認知症

軽度認知障害

認知症・軽度認知障害
ではない高齢者

15.0%

13.0%

72.0%

2012年有病率調査

28.0%

令和5年度 老人保健事業推進費等補助金
「認知症及び軽度認知障害の有病率調査並びに将来推計に関する研究」
（研究代表者 九州大学 二宮利治）」

平成23年度 厚生労働科学研究費補助金 認知症対策総合研究事業
「都市部における認知症有病率と認知症の生活機能障害への対応」
（研究代表者 筑波大学 朝田隆）」

65歳以上高齢者3603万人

443万人

559万人

2601万人

認知症

軽度認知障害

12.3%

15.5%

72.2%

2022年有病率調査

27.8%

認知症・軽度認知障害
ではない高齢者

2012年調査に比べ、2022年調査の認知症有病率が低位であった理由：
l喫煙率の全体的な低下、中年期～高齢早期の高血圧や糖尿病、脂質異常などの生活習慣病管理の改善、
健康に関する情報や教育の普及による健康意識の変化などにより、認知機能低下の進行が抑制された可能性
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① 平成12年に介護保険法を施行。認知症ケアに多大な貢献。
・認知症に特化したサービスとして、認知症グループホームを法定。 ・介護保険の要介護（要支援）認定者数は、
制度開始当初218万人→2018年4月末644万人と3倍に増加。 ・要介護となった原因の第1位は認知症。

② 平成16年に「痴呆」→「認知症」へ用語を変更。
③ 平成17年に「認知症サポーター（※）」の養成開始。

※90分程度の講習を受けて、市民の認知症への理解を深める。

④ 平成26年に認知症サミット日本後継イベントの開催。
※総理から新たな戦略の策定について指示。

⑤ 平成27年に関係12省庁で新オレンジプランを策定。（平成29年に改定）
⑥ 平成29年に介護保険法の改正。

※新オレンジプランの基本的な考え方として、介護保険法上、以下の記載が新たに盛り込まれた。
・認知症に関する知識の普及・啓発
・心身の特性に応じたリハビリテーション、介護者支援等の施策の総合的な推進
・認知症の人及びその家族の意向の尊重 等

⑦ 平成30年に認知症施策推進関係閣僚会議が設置。
⑧ 令和元年に認知症施策推進大綱が関係閣僚会議にて決定。
⑨ 令和２年に介護保険法の改正。

・国・地方公共団体の努力義務を追加（介護保険法第５条の２）
・「認知症」の規定について、最新の医学の診断基準に則し、また、今後の変化に柔軟に対応できる規定に見直す。

⑩ 令和４年に認知症施策推進大綱中間評価。
⑪ 令和５年に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」成立。
⑫ 令和５年に「認知症と向き合う『幸齢社会』実現会議」が設置（12月意見のとりまとめ）。
⑬ 令和６年に「認知症施策推進基本計画」が閣議決定。

認知症施策のこれまでの主な取組
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• 地方自治体において、地域の実情や特性に即した取組を創意工夫しながら実施

• 地方自治体の計画策定に際しての柔軟な運用（既存の介護保険事業計画等との一体的な策定など）

• ①行政職員が､認知症カフェ等様々な接点を通じて､認知症の人や家族等と出会い･対話する､②ピアサポート活
動や本人ミーティング等の当事者活動を支援する、③認知症の人や家族等の意見を起点として､施策を立案、
実施、評価する。

• 基本法に明記された共生社会の実現を目指す。
• 認知症の人本人の声を尊重し、「新しい認知症観」※に基づき施策を推進する。

※①誰もが認知症になり得ることを前提に、国民一人一人が自分ごととして理解する。②個人としてできること･やりたいこと
があり､住み慣れた地域で仲間と共に､希望を持って自分らしく暮らすことができる。

⇒ ①「新しい認知症観」に立つ､②自分ごととして考える､③認知症の人等の参画･対話､④多様な主体の連携･協働

• 次の４つの重点目標に即した評価指標を設定：①「新しい認知症観」の理解、②認知症の人の意思の尊重、

③認知症の人・家族等の地域での安心な暮らし、④新たな知見や技術の活用

• 評価指標は、重点目標に即して、プロセス指標、アウトプット指標、アウトカム指標を設定

• 施策は、認知症の人の声を起点とし、認知症の人の視点に立って、認知症の人や家族等と共に推進する。

⇒ 以下の12項目を設定：①国民の理解､②バリアフリー､③社会参加､④意思決定支援・権利擁護､⑤保健医療･福
祉､⑥相談体制､⑦研究､⑧予防､⑨調査､⑩多様な主体の連携､⑪地方公共団体への支援､⑫国際協力

前文／Ⅰ 認知症施策推進基本計画について／Ⅱ 基本的な方向性

Ⅲ 基本的施策

Ⅳ 第１期基本計画中に達成すべき重点目標等

Ⅴ 推進体制等

【位置付け】共生社会の実現を推進するための認知症基本法（令和５年法律第65号。以下「基本法」という。）に基づく国の認
知症施策の基本計画。これに基づき、地方自治体は推進計画を策定（努力義務)。

認知症施策推進基本計画（令和6年12月3日閣議決定）の概要
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６．相談体制の整備等
• 認知症の人の状況等に配慮し総合的に対応できる体制整備（地域

包括支援センター、認知症疾患医療センター等の相談体制整備）
• 認知症の人又は家族等が互いに支え合うための相談・交流の活動

に対する支援等（認知症地域支援推進員の適切な配置、認知症カ
フェ、ピアサポート活動、認知症希望大使の活動支援）

７．研究等の推進等
• 予防・診断・治療、リハビリテーション・介護方法等の研究の推

進・成果の普及
• 社会参加の在り方、共生のための社会環境整備その他の調査研究、

検証、成果の活用（介護ロボット・ICT等の開発・普及の支援）

８．認知症の予防等
• 科学的知見に基づく知識の普及・地域活動の推進・情報収集
• 地域包括支援センター、医療機関、民間団体等の連携協力体制の

整備（早期発見・早期対応・診断後支援まで行うモデルの確立）

９．認知症施策の策定に必要な調査の実施
• 若年性認知症の人を含む認知症の人の生活実態、社会参加・就労

支援を促進する体制や社会実装の方策など共生社会の実現に関わ
る課題の把握と課題解決に向けた調査研究

10．多様な主体の連携
• かかりつけ医、地域包括支援センター、認知症地域支援推進員、

認知症サポート医、認知症初期集中支援チーム、居宅介護支援事
業所、認知症疾患医療センター等の連携及び地域住民を含む多様
な主体との協働、分野横断的な取組の推進

11．地方公共団体に対する支援
• 地方公共団体の参考となるような取組の共有などの支援

12．国際協力
• 外国政府、国際機関、関係団体等との連携、我が国の高齢化及び

認知症施策の経験や技術について世界に向けて情報発信

１．認知症の人に関する国民の理解の増進等
• 学校教育、社会教育における「新しい認知症観」に基づく実感的

理解の推進
• 認知症の人に関する理解を深めるための、本人発信を含めた運動

の展開（認知症希望大使の活動支援）

２．認知症の人の生活におけるバリアフリー化の推進
• 認知症の人が自立し安心して暮らすための、地域における生活支

援体制の整備等（地域の企業や公共機関等での認知症バリアフ
リーの推進）

• 事業者が認知症の人に適切に対応するために必要な指針の策定

３．認知症の人の社会参加の機会の確保等
• 認知症の人自らの経験等の共有機会の確保（ピアサポート活動の

推進）
• 認知症の人の社会参加の機会の確保（本人ミーティング、介護事

業所における社会参加活動等の推進）
• 多様な関係者の連携・協働の推進による若年性認知症の人等の就

労に関する事業主に対する啓発・普及等

４．認知症の人の意思決定の支援及び権利利益の保護
• 認知症の人の意思決定支援に関する指針の策定、情報提供（「認

知症の人の日常生活・社会生活における意思決定支援ガイドライ
ン」の改定）

• 認知症の人に対する分かりやすい形での意思決定支援等に関する
情報提供

５．保健医療サービス及び福祉サービスの提供体制の整備等
• 専門的な、又は良質かつ適切な医療提供体制の整備（認知症疾患

医療センターの相談機能の充実）
• 保健医療福祉の有機的な連携の確保（認知症初期集中支援チーム

の見直し、認知症地域支援推進員の適切な配置）
• 人材の確保、養成、資質向上（認知症に関する研修の在り方の見

直し）

基本的施策（抄）
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共生社会の実現を推進するための認知症基本法 概要

１.目的

① 全ての認知症の人が、基本的人権を享有する個人として、自らの意思によって日常生活及び社会生活を営むことができる。
② 共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深めることができる。
③ 日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるものの除去。地域において安全にかつ安心して自立した日常生活を営むことができると

ともに、意見を表明する機会及び社会のあらゆる分野における活動に参画する機会を確保する。
④ 認知症の人の意向を十分に尊重しつつ、良質かつ適切な保健医療サービス及び福祉サービスが切れ目なく提供される。
⑤ 認知症の人のみならず家族等に対する支援により、認知症の人及び家族等が地域において安心して日常生活を営むことができる。
⑥ 共生社会の実現に資する研究等の推進。予防、診断及び治療並びにリハビリテーション及び介護方法など科学的知見に基づく研究等

の成果を広く国民が享受できる環境を整備する。
⑦ 教育、地域づくり、雇用、保健、医療、福祉その他の各関連分野における総合的な取組として行われる。

４.認知症施策推進基本計画等

政府は、認知症施策推進基本計画を策定（認知症の人及び家族等により構成される関係者会議の意見を聴く。）

都道府県・市町村は、それぞれ都道府県計画・市町村計画を策定（認知症の人及び家族等の意見を聴く。） （努力義務）

２.基本理念

国民は、共生社会の実現を推進するために必要な認知症に関する正しい知識及び認知症の人に関する正しい理解を深め、共生社会の実
現に寄与するよう努める。政府は、認知症施策を実施するため必要な法制上又は財政上の措置その他の措置を講ずる。

３.国・地方公共団体等の責務等

認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症施策を総合的かつ計画的に推進

⇒ 認知症の人を含めた国民一人一人がその個性と能力を十分に発揮し、相互に人格と個性を尊重しつつ支え合いながら共生する活力
ある社会（＝共生社会）の実現を推進

令和５年６月14日成立
令和６年１月１日施行

５.基本的施策

①国民の理解､②バリアフリー､③社会参加､④意思決定・権利擁護､⑤保健医療･福祉､⑥相談体制､⑦研究､⑧予防､⑨調査､

⑩多様な主体の連携､⑪地方公共団体への支援､⑫国際協力

６.認知症施策推進本部

内閣に内閣総理大臣を本部長とする認知症施策推進本部を設置。基本計画の案の作成・実施の推進等をつかさどる。

※基本計画の策定に当たっては、本部に、認知症の人及び家族等により構成される関係者会議を設置し、意見を聴く。
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認知症カフェ

認知症の人やその家族が地域の人や専門家と相互に情報を共有し、お互いを理解し合う場

【実施状況】令和５（2023）年度実績調査
・47都道府県1,593市町村（91.4％）にて、8,558 カフェが運営
・設置主体は、介護サービス施設・事業者、地域包括支援センターが多く見られた。
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ピアサポーターによる本人支援の推進

• 認知症の方やその家族は、診断直後等は認知症の受容や今後の見通しなど大きな不安を抱えている。このため、
前向きな一歩を踏み出せるよう、心理面、生活面の早期からの支援として、認知症の方の悩みや家族の身近な生
活支援ニーズ等を把握し、認知症の方による相談支援（ピアサポート活動支援事業）を実施。

• 認知症の人の心理的な負担の軽減を図るとともに、認知症の人が地域を支える一員として活躍し、社会参加する
ことを後押ししていく。

【事業名】ピアサポート活動支援事業 （認知症総合戦略推進事業）
【目 標】２０２５（令和７）年までに全都道府県においてピアサポーターによる本人支援を実施
【実 績】22都府県、148市町村で実施（２０２３（令和５）年度末）

※都道府県・指定都市は、当事者団体等へ委託することも可
※補助対象経費は検討会、事業の運営（ピア活動の謝金、会場借料）、広報・普及等

本人活動を希望する
認知症本人

都道府県・指定都市の取組

・仕組みづくりに関する検討会の開催
・ピアサポーターの登録
・ピアサポートチームの結成

ピアサポートの活動内容

・相談支援
・当事者同士の交流（本人ミーティングへの誘い・同行）等
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本人ミーティング

• 認知症の本人が集い、本人同士が主になって、自らの体験や希望、必要としていることを語り合い、
自分たちのこれからのよりよい暮らし、暮らしやすい地域のあり方を一緒に話し合う場。

• 本人だからこその気づきや意見を本人同士で語り合い、それらを本人同士、そして地域に伝えてい
くための集まり。

⑤行政や関係者が本人の声を聴く

⑥本人の体験や思いの理解を深める

③一人ひとりが
生きがいをもって
よりよく暮らしていく
きっかけにする

①本人同士が出会い、つながる

②自らの体験・希望、必要として
いることを率直に表す

本人が自ら参加

本人ミーティング

⑦ 自分らしく暮らし続けるために本人が必要としていることを把握し、発信・共有
⑧ 本人視点に立ってよりよい施策や支援 をいっしょに進める

（企画・立案、実施、評価、改善の一連のプロセスを本人と一緒に）

認知症の人の視点を重視した地域づくりを具体的に進めていくための方法。

④本人が
地域づくりに参画

本人ミーティングのねらい
今、地域で起きている課題

【本人】

• 声をよく聴いてもらえない

• わかってくれる人、仲間に出会えない

• 世話になる一方はつらい、役立ちたい

• 自分の暮らしに役立つ支えがない

• 生きていく張り合いがない

• とじこもる、元気がなくなる

【地域、支援者、行政】

• 本人の声をよく聴いたことがない

• 本人のことが、よくわからない

• つきあい方、支え方がよくわからない

• 本人が地域の中で元気で生きがいを
もって暮らし続けるために、どんな
(新しい）サービスが必要かわからない

【実 績】令和５年度は432市町村で本人ミーティングを実施

88



認知症の人本人からの発信の支援
（認知症本人大使の任命）

• 国において、７名の「希望大使」（令和２年～丹野智文さん、藤田和子さん、柿下秋男
さん、春原治子さん、渡邊康平さん、令和６年～鈴木貴美江さん、戸上守さん）を任命

• 都道府県において、令和２年度以降、24都府県、74名の
地域版の希望大使を任命（令和６年9月末現在）

認知症の人本人が自らの言葉で語り、認知症になっても
希望を持って前を向いて暮らすことができている姿等を積極的に発信

※オレンジ色は、地域版希望大使を
任命しているところ

（このほか、検討中もあり）

令和６年２月２９日開催
（認知症希望大使と厚生労働省職員との意見交換会より）
令和６年２月２９日開催
（認知症希望大使と厚生労働省職員との意見交換会より）
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認知症サポーターの養成

【目標値】 2025年末 1,500万人 （ 2024年６月末実績 1,549万人）
2025年末 企業・職域型の認知症サポーター養成数 400万人

～各種養成講座～

《キャラバン・メイト養成研修》

■実施主体：都道府県、市町村、全国的な職域団体等

■目 的 ：地域、職域における「認知症サポーター養成講座」の講師役

である「キャラバン・メイト」を養成

■内 容 ：認知症の基礎知識等のほか、サポーター養成講座の展開方法、

対象別の企画手法、カリキュラム等をグループワークで学ぶ。

《認知症サポーター養成講座》

■実施主体：都道府県、市町村、職域団体等

■対 象 者 ： 〈住民〉自治会、老人ｸﾗﾌﾞ､民生委員、家族会、防災・防犯組織 等

〈職域〉企業、銀行等金融機関、消防、警察、スーパーマーケット

コンビニエンスストア、宅配業、公共交通機関 等

〈学校〉小中高等学校、大学、教職員、ＰＴＡ 等

【認知症サポーター】
認知症に関する正しい知識と理解を持ち、地域や職域で認知症の人や家族に対して、できる範囲での手助けをする人

「認知症サポーター養成講座 DVD」
～スーパーマーケット編、マンション管理者編、

金融機関編、交通機関編、訪問業務編～
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容態に応じた適時・適切な医療・介護等の提供

連携

連携

近隣地域

○ 鑑別診断
○ 行動・心理症状への対応
○ 身体合併症への対応
○ 専門医療相談
○ 地域連携
○ 診断後等支援

●認知症疾患医療センター等

複数の専門職による個別の訪問支援
（受診勧奨や本人・家族へのサポート等）

認知症サポート医
（嘱託）

●認知症初期集中支援チーム

医療系＋介護系職員（保健師、看護師、介護
福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士等）

相
談

情
報

提
供

指
導

助
言

●認知症地域支援推進員
地域の実態に応じた認知症施策の推進
（医療・介護・地域資源と専門相談等）

訪問（観察・評価）

日常診療・相談

診断・指導

紹介

●かかりつけ医、歯科医師
薬剤師、看護師等

○ 早期段階での発見・気づき
○ 鑑別診断や症状増悪時等の専門医療

機関への受診誘導
○ 本人の診察・相談、家族の相談

連携

●認知症サポート医

○ かかりつけ医の相談役
○ 地域連携
○ 正しい知識の普及啓発

認知症ケアパス：認知症予防から人生の最終段階まで、認知症の容態に応じ、相談先や、いつ、どこで、
どのような医療・介護サービスを受ければいいのか、流れをあらかじめ標準的に示したもの

●地域包括支援センター

相談

相談

相談

診療・相談

○ 地域の高齢者等の保健医療・介護等に
関する総合相談窓口

○ 入口相談機能等を担う

連携

連携

市町村

認知症の人認知症の人 家族家族
認知症サポー

ター
認知症サポー

ター

認知症サポーター認知症サポーター

連携
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【事業の概要】

「認知症初期集中支援チーム」を地域包括支援センター、認知症疾患医療センター等に配置し、認知症専門医の指導の下、保健師、介護
福祉士等の専門職が、認知症が疑われる人、認知症の人やその家族に対して、初期の支援を包括的・集中的に行い、自立生活のサポートを
実施する。

認知症の人ができる限り住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、
・医療機関・介護サービス事業所や地域の支援機関の連携支援、認知症ケアパスの作成・普及
・認知症の人やその家族を支援する相談支援や支援体制を構築するための取組、
・認知症カフェ等の設置や認知症の人の社会参加活動の体制整備、認知症の人とその家族を一体的に支援するプログラムを提供するため

の事業等に関する企画及び調整
・認知症基本法の理念や「新しい認知症観」について、地域住民に普及啓発を行う取組等を行う「認知症地域支援推進員」を配置する。

（令和7年度拡充内容）
・自治体において専任の認知症地域支援推進員（定年退職した介護施設・事業所の認知症介護指導者、育児や介護のためのフルタイムで

勤務するのが難しい地域包括支援センターに勤務していた社会福祉士等を想定）を新たに配置する際の経費を補助することを可能とす
る。

※認知症地域支援推進員は、全国1,713市町村に8,509人配置（うち、専任の推進員は825人）

市町村がチームオレンジコーディネーターを配置し、地域の認知症の人や家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ
仕組みとして「チームオレンジ」を整備し、その運営を支援する。

【実施主体】：市町村
【負担割合】：１号保険料23／100、国38.5／100、都道府県19.25／100、市町村19.25／100
【事業実績】： 実施保険者数：1,555保険者※の内数（※）本事業が含まれる地域支援事業の包括的支援事業（社会保障充実分）の実施保険者数

２ 事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

認知症になっても本人の意思が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよい環境で暮らし続けられるよう、市町村において、認知症の早期診断・早期対応
に向けた支援体制の構築、地域の実情に応じた認知症施策の推進、認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援を繋ぐ仕組み
（チームオレンジ）の整備を図る。

１ 事 業 の 目 的

認知症総合支援事業（地域支援事業）

○認知症初期集中支援推進事業

○認知症地域支援・ケア向上事業

○認知症サポーター活動促進・地域づくり推進事業

令和７年度当初予算案 88 億円の内数 （86億円の内数）※（）内は前年度当初予算額
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都道府県・市町村の認知症施策推進計画の策定支援

自治体が、あらゆる年齢の認知症の人や家族等の意見を丁寧に聴いた上で、認知症施策推進計画を策定する際の準備に係る経費を補助。

（対象事業例）
・地域住民が、新しい認知症観や認知症基本法についての理解を深めるための勉強会開催
・認知症の人や家族等の意見を丁寧に聴く場の設置 ・認知症の人や家族等とともに施策を立案、実施、評価するため取組
・地域の企業が認知症基本法の趣旨を踏まえ、認知症の人や家族等への理解を深めるための勉強会開催
・地域の企業や公共機関等での認知症バリアフリーの取組の推進を支援するための経費 ・地域版認知症希望大使の活動にかかる経費

【実施主体】都道府県、市町村 【補助率】国（定額） ※ 1自治体あたり 都道府県500万円・市町村200万円

認知症の人や家族等の意見を丁寧に聴いた上で、認知症施策推進計画を策定（準備）する際の相談窓口を設置し、併せて、認知症施策推進計
画の策定に関する自治体向けの情報交換会や勉強会等を開催し、策定促進に向けた支援を実施。

また、自治体の計画策定の際に参考となるよう、認知症基本法や国が策定した認知症施策推進基本計画の理念や内容等について周知を図るとともに、認知症基
本法において認知症施策に関する国際協力が位置づけられていることから、基本法や基本計画について世界に向けての情報発信も行う。
【実施主体】民間団体等（委託により実施）

事 業 の 概 要 ・ ス キ ー ム ・ 実 施 主 体 等

• 今後、認知症施策推進計画の策定に着手する自治体が増加していくことが見込まれ、多くの自治体で実効性のある計画が策定される
ためには、地域住民に対して「新しい認知症観」に関する普及啓発等を実施することが極めて重要であり、自治体において計画を策
定する際の準備にかかる経費について補助する。

自治体自治体
認知症の人等認知症の人等

自治体への訪問

①認知症施策推進計画の策定支援事業 介護保険事業費補助金 （令和6年度補正予算）1.3億円

②認知症施策推進計画の策定促進事業 認知症施策推進計画策定支援事業費（令和７年度当初予算案）0.3億円

令和７年度概算要求額 1.6億円（ー）※（）内は前年度当初予算額 ※令和５年度補正予算額：6.3億円

地域住民向けの
勉強会

地域住民地域住民

認知症施策推進計画の策定認知症施策推進計画の策定

委託業者委託業者自治体向けの勉強会

①認知症施策推進計画の策定支援事業
（自治体の計画策定への取組を支援）

②認知症施策推進計画の策定促進事業
（自治体の計画策定を支援）

相談窓口の設置
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課題と論点（認知症ケア）

（認知症）
○ 高齢化の進展に伴い、2040年に向けて、認知症の方は増加し、認知症有病率は上昇することが見込まれている。
こうした状況を踏まえ、国の認知症施策推進基本計画に基づき、都道府県や市町村が認知症施策推進計画を策定し、
認知症施策を計画的に進め、認知症の人・家族が安心して暮らせるために、本人や家族が参画した共生社会を実現し
ていくことが重要。
→ 地域で認知症の人が集うことができる認知症カフェや、社会参加の機会につながるピアサポート活動や本人
ミーティングなど、認知症の人の幅広い居場所づくりを進めていくことが必要ではないか。

→ その上で、医療・介護のシステムが連携することにより、認知症の早期発見・早期対応・診断後支援までの体
制を構築することが必要ではないか。
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2021年4月1日

３．参考（地方自治体等における取組事例）
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鳥取県 こうほうえんの取組事例（ I C T機器導入で介護現場を変革）

１ ． 基 本 情 報

２ ． 課 題

３ ． 取 組

４ ． 期 待 さ れ る 効 果

鳥取県米子市に法人本部事務局を置き、昭和62年から介護、保
育、障がいといった総合福祉サービスを提供している法人
地域との共生を経営の基本とし、常に地域との連携、地域ニー
ズを先取りした事業を展開
事業所数121、職員数2,316名（令和6年10月現在）
鳥取県内以外でも東京都区内（北区・板橋区・新宿区・練馬
区・品川区・江東区）にて複合型施設を運営
社会福祉法人として初めて、「ハイ・サービス日本300選」
「おもてなし経営企業選」に選定される。介護分野では初の日
本経営品質賞（ＪＱＡ）を受賞

複数端末の持ち歩きによる不便さ
職員はPHSや専用端末など複数の端末を使用が求められ、移動
中や作業中に操作が煩雑となり、ストレスが増していた
夜間の巡回業務の負担
職員が入居者の安全確認のために頻繁に巡回を行う必要があり
身体的負担や作業時間の増加が課題だった
見守り業務の効率化不足
利用者の状況を把握するためには直接居室を訪れる必要があり
複数の利用者の状況を確認する際には、各部屋を個別に訪問
するため、移動距離や労力がかかっていた
職員間の情報共有の課題
緊急時や業務中に職員同士で情報を迅速に共有する手段が限
られており、対応の遅れや連絡ミスが発生する場合があった

機器管理の集約
iPhoneを導入し、ナースコールや見守り機器、記録システムの操作を
端末1台に集約
ICT環境の整備
Wi-Fi環境を強化し、各システムが安定稼働できる環境を構築
見守りセンサー「眠りSCAN」の導入
センサーで入居者の睡眠状態をモニタリングし、異常時に通知する仕組
みを整備
インカムの導入
職員間の迅速な音声情報共有を実現するため、ハンズフリーで利用可
能なインカムを採用
段階的な導入とトレーニング
職員が機器に慣れるよう、導入を段階的に行い、操作トレーニングを
実施

作業効率の向上
端末統合と効率的な業務遂行により、移動や操作の手間を削減
残業時間の削減
記録業務が効率化し、労働負担が軽減。
見守り業務の改善
居室訪問の移動距離を減らし、迅速で的確な対応を実現。
安全性の向上
異常通知による早期対応で入居者の安全を確保。
迅速な連携
インカムを活用した情報共有で対応速度と精度が向上。
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島根県 海士町の取組事例（社会福祉協議会と社会福祉法人の合併）

１ ． 基 本 情 報

２ ． 課 題

３ ． 取 組

４ ． 期 待 さ れ る 効 果

◆ 人口は2,206人 高齢化率は39.9% 世帯数は1,279世帯

◆ 隠岐諸島の中の１島１町の小さな島にあり、対馬暖流の影響
を受けた豊かな海と、名水百選に選ばれた豊富な湧水に恵まれ、
自給自足のできる半農半漁の島。

◆ 海士町は島根半島の北約60 km、日本海に浮かぶ隠岐諸島の島
前にあり、今から20年前、急激な人口減少と財政破綻危機に直面。

◆ 地域（家族）の介護力の低下、島内に入院・入所施設がないた
め、住み慣れた地域で最期まで暮らし続けたいというニーズが高
くても、高齢者・障がい者が住み続けることが困難。

令和4年7月27日 合併契約調印式

・令和５年４月１日 社協に吸収合併した。
・法人の名称は「海士町社会福祉協議会」
・事業は海士町社会福祉協議会の定款で定める。
・あま福祉会、だんだんの財産、権利義務、職

員等は社協が引き継ぐ。
・新たな取り決めは３法人で協議する。

内容

◆ 全国的に介護職員の不足が大きな問題となって
おり、とりわけ離島は、その地理的特徴から、人材
確保は更に困難な状況。

◆団塊の世代が75歳になる2025年問題や地域福祉
の課題が複雑で多岐にわたってきており、３法人が
１つの組織になって立ち向かわなければ太刀打ちで
きない。

◆ 各法人の経験・知識を持ち寄って、海士町に必要なサービス
を検討することができる。

◆ 合併したことで高齢者、障害、児童などの柱や施設の枠を取
り払いって面で動くことができるようになり、多様かつ複合的な
福祉ニーズに対応しやすくなる。

◆ 介護職員の採用や研修を統一的に行えるようになり、効率的
な人材確保が可能。また、合併することで、ヒト・モノ・カネの
経営資源が安定化し、経営基盤が強化される。

◆合併協議（令和2年7月～令和5年3月 計89回）

島の高齢者・障がい者福祉施設のあり方を考える会6回、社会

福祉法人合併準備委員会14回、社会福祉法人合併代表者会（令

和4年2月～令和5年3月）71回
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大分県の取組事例（外国人介護人材確保に向けた連携協定）

◆ 大分県の高齢者人口は37.5万人であり、高齢化率は33.3％

◆ 高齢化率は2050年に４割を超えるとともに、後期高齢化率
も上昇を続ける見込み。介護ニーズを有する85歳以上の人口
は2040年にかけて急増

１ ． 基 本 情 報

◆ 大分県内における介護人材は、令和８年に約1,300人不足
すると推計。 ※第９期大分県高齢者いきいきプラン

◆ 生産年齢人口の減少を踏まえ、外国人介護人材など幅広い
人材の参入促進が課題。

２ ． 課 題

◆ インドネシア共和国介護人材養成機関・県社協・県との３
者協定を締結。 ※  送出機関1社・職業高校３校とそれぞれ締結する。

３ ． 取 組

◆ 自治体間の形式的な協定ではなく、インドネシアの介護人
材養成機関と直接協定を締結することで、柔軟かつ実効性ある
取組を推進

◆ インドネシアの介護人材養成機関、県社協の連携を県が後
押しし、外国人介護人材の受入促進を推進する姿勢を「見える
化」

◆ インドネシアの介護人材養成機関と県内介護施設等との交
流促進による相互理解の醸成と信頼関係の構築

◆令和５年度大分県外国人介護人材受入状況調査結果において、
外国人人材を「受入中」と回答した事業所が年々増加しており、
今回の調査で初めて事業所全体の20％を超えた。

４ ． 期 待 さ れ る 効 果

３者協定
県社協 大分県

（受入国：日本）

（送出国：インドネシア）

送出機関
職業高校

（1）インドネシアにおいて大分県内の
介護施設等で働く意欲のある介護人材を
育成すること

（2）インドネシア教育機関や送り出し
機関等と大分県内の受入介護施設等との
交流を促進すること

（3）大分県内の介護施設における就労
者への日本語・介護技術等の向上のため
の支援を行うこと

<介護職員数 推計結果（実人数）> （単位：人）

内容
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滋賀県の取組事例（事業者と県の共同によるマッチングから定着等の一貫支援）

滋賀県の高齢者人口は37.5万人であり、高齢化率は27.4％

高齢化と同時に生産年齢人口が減少していくことを踏まえ、
人材確保対策の一つとして外国人介護人材の受入施策を検討。

関係団体等からなる「滋賀県介護職員人材育成・確保対策連
絡協議会」の部会として、令和元年度に「外国人介護人材参
入促進検討部会」を設置し、外国人介護人材の確保から定着
支援を行うため、関係機関と連携。

１ ． 基 本 情 報

生産年齢人口の減少を踏まえ、外国人介護人材などの確保が
課題

「どこの監理団体が良いのか分からない」「費用面が課題」
等の事業者の声があった。

２ ． 課 題

◆事業者団体が技能実習制度の監理団体を創設。特定技能・留
学を通じたマッチング支援については、県事業として同団体に
委託し、外国人介護人材の受入れを総合的に支援。

◆「滋賀県国際介護・福祉人材センター」を設置し、基金を活
用してマッチング支援や人材育成・定着支援等を実施。

３ ． 取 組

◆令和６年６月時点で、センターを通じて87名（技能実習生
含む）の外国人介護人材が県内事業所で就労中。

◆令和４年度からは、介護技術・日本語能力の向上に係る研修
や外国人介護職員同士の交流事業などを実施。

◆令和５年度の研修事業実績については下記の通り。

・受入対応研修 参加者 30名/指導担当者研修 参加者 15名

・外国人介護職員フォローアップ研修

『ベーシック研修』参加者 1日目43名、2日目42名

『アドバンス研修』参加者 1日目43名、2日目42名 等

４ ． 期 待 さ れ る 効 果

滋賀県国際介護・福祉人材センター
（運営：滋賀県介護老人保健施設協会）

技能実習監理団体

特定技能外国人マッチング支援

留学生マッチング支援

外国人介護職員育成・定着支援事業（R４～）

介護事業所等

養成施設

技能実習生

特定技能外国人

留学生

県内の外国人介護職員向けの
フォローアップ研修や

ネットワーク形成事業等を実施。
WEBサイト等で周知。
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主な成果

特別養護老人ホーム 六甲の館

• 社会福祉法人弘陵福祉会
• 介護老人福祉施設
• 兵庫県神戸市
• 利用者数：70名、従業員数：48名（常勤33名/非常勤15名）

基本情報

主な取組概要

※利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

ろ っ こ う の や か た

生産性向上の取組
ICT・介護助手・外部サービスの活用と
ノーリフティングケア（人力で抱えない
介護）の推進（天井リフト23台導入等）で
余裕のある介護を実現
利用者の特性にあった複数の見守り機器を
個別アセスメントで選定し、100％導入
浴室にリフト2台設置により
入浴介助に要する職員を半減させ
レクリエーション活動が充実

人材育成に係る取組
５S活動に、スマイル（笑顔）と
スピーディ（頼まれたらすぐ実行）を
加えた７S活動を推奨
ノーリフティングケアのメソッド導入の
ための手当の支給や研修の実施
人間関係を良くする褒めるスキル研修を
推奨

職員の待遇改善に係る取組
ノーリフト宣言を行い、腰痛ゼロ施設を
目指し、腰痛対策を強化
外国人が働きやすい環境を実現
（日本語学校の授業料や居住・生活費を
支援、結婚時2ヶ月の一時帰国許可等）

ノーリフティングケアによる
腰痛対策

利用者の状態に応じた
テクノロジーの選択

内閣総理大臣表彰

職員に占める外国人の割合 32%
腰痛ありの職員 56%→9%
平均有給休暇取得日数 6.7日→9.9日
離職率 （R２年２月16％→R６年２月３％）

1夜勤中の平均訪室回数 6.3回→3.8回
平均年間残業時間 880時間→76時間
職員１人あたり利用者数 2.05人→2.25人
褥瘡処置人数の月平均 2.25人→0人

兵庫県「ひょうごノーリフティングケアモデル施設」に認定
『ELDERCARE INNOVATION AWARD 2020』FINALIST
日本看護協会 『看護業務の効率化先進事例アワード2021』奨励賞

利 用 者 フ ァ ー ス ト の た め の 職 員 フ ァ ー ス ト

離床事故 
リスクあり 

やや 
動きあり 

ほぼ 
寝たきり 睡眠状態 

カメラ カメラ バイタル 
（心拍・呼吸） 

センサー 
タイプ 

 見守り機器 

その他
神戸市老人福祉施設連盟 『第2回 R-R-1 』グランプリ
全国経営協『社会福祉HERO's TOKYO 2023』ヒーローズ賞
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その他 ・令和４年度 グッドキャリアアワード2022 イノベーション賞 受賞等

主な成果

基本情報

主な取組概要

※利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

生産性向上の取組
タイムカードのIC化、介護ソフトとタブ
レット導入で介護記録業務効率化
清掃、食器洗浄等の間接業務を事務職員も
担当
会議・研修の時間を忙しい夕方から朝の時
間にシフト

人材育成に係る取組
介護福祉士取得を目指す職員への受験費用、
教材費等の支給
喀痰吸引研修修了者増加を計画的に実施
｢一人一研修｣を掲げて、腰痛予防研修等の
各種研修を130回実施

職員の待遇改善に係る取組
育児介護休業法を上回る休暇制度等の導入
※介護休業の回数・日数増、育児休業・育児
短時間勤務・子の看護休暇の対象年齢の引き
上げ
子の看護休暇や多目的休暇を導入し、勤続
年数に応じて取得日数を増加させる仕組み
を導入
24通りのタイムシフトで多様な働き方の選
択が可能（不妊治療・不登校児ケア対応）

厚生労働大臣表彰 優良賞特別養護老人ホーム悠西苑
ゆ う せ い え ん

• 社会福祉法人平鹿悠真会
• 介護老人福祉施設
• 秋田県横手市
• 利用者数：40名、従業員数：36名（常勤33名/非常勤３名）

多目的休暇取得率 100%
産休・育休からの復帰率 100%
有給休暇の１人あたり年間平均取得日数
７.0日→10.8日
年間離職率 16.6％→2.6％

１人あたりの月平均超過勤務時間
1.8時間→1.1時間

介護職の介護福祉士取得 100%
介護職の喀痰吸引研修修了者 65%
腰痛による退職者 令和2年以降ゼロ

喀痰吸引実地研修事業所内託児所
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主な成果

基本情報

主な取組概要

※利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

厚生労働大臣表彰 優良賞介護付きホームメッツ長岡

• 株式会社太陽メディケアサービス
• 介護付き有料老人ホーム
• 新潟県長岡市
• 利用者数：60名、従業員数：26名（常勤13名/非常勤13名）

※利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

生産性向上の取組
介護施設における介護士の業務を切り分けし、食事配膳、居室清掃、サロン等に特化した「サポー
ター」を募集・登録。時短登録制や無資格・未経験でも介護現場で働けることを地域の人々に提案
看護師、体操の先生、エレクトーンや琴の先生等、高校生から70代まで幅広い地域人材を確保
R4年度からR5年度にかけて、｢イートサポ｣が０人→１２人、｢バスサポ｣が０人→１１人、｢リビサポ｣
が６人→８人、｢コミサポ｣が１３人→２６人に増加

サポーターを50人以上確保（全体の3割以上）
「多様な人が働いている」介護施設のイメージ向上につながった
職員から｢人がいない｣という不満の声があがらなくなった
介護士募集の求人よりも説明会に参加者が多く集まった
｢コミサポ｣の存在で毎日のレクリエーションの企画から解放された

「短くても働ける、自由に出勤できる」ことから始めたことで、介護の資
格を取ろう、時間を伸ばし夜勤をやってみよう、という意識の変化が見ら
れる

サポーターによる
レクリエーション風景（コミサポ）
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その他 ・静岡県働きやすい介護事業所認証制度の認定

主な成果

基本情報

主な取組概要

厚生労働大臣表彰 優良賞ヤザキケアセンター紙ふうせん

• 矢崎総業株式会社
• 訪問介護事業所
• 静岡県裾野市
• 利用者数：21名、従業員数：6名（常勤2名/非常勤4名）

※いずれも訪問介護の情報。利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

見守りカメラによる全居室の一元管理

介護職員の充足率100%以上（雇用待機者あり）
離職率：10.2％→9.1％
平均有休取得日数：7.4日→11.5日
年間有休日数の消化率（平均）：45％→75.4％

１月の残業時間：64.7時間→43時間 介護職員31人は全員資格を保有（※）
アセッサーを取得した職員が３名

※ 訪問介護、通所介護、訪問看護、
グループ ホームの職員を含む

生産性向上の取組
各サービスの特性に応じた最適なICT導入
を実施
通所介護：日報やバイタルをタブレットで
入力
訪問介護：スマホとICタグの活用で介護記
録を効率化
訪問看護：スタッフ全員にタブレットを配
布し情報共有
グループホーム：見守りカメラとスマホ連
動の介護記録作成ツールを導入

人材育成に係る取組
通所介護・訪問介護・グループホームにお
いて、介護職員が１週間ずつ違う職場で
ローテーションして研修を実施することに
より、部門の枠を超えた応援態勢を構築
個人資格取得への支援（アセッサー等の取
得に必要な経費を全額補助

職員の待遇改善に係る取組
エンゲージメントサーベイを定期的に実施
し、職員のストレス要因を把握し、職場改
善
QC（クオリティ・コントロール）サーク
ルを月１回程度開き、職員の困り事改善を
実施

↑部屋の見守カメラ

職員詰所の映像→
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主な成果

基本情報

主な取組概要

厚生労働大臣表彰 優良賞

生産性向上の取組
見守り機器や移乗支援機器を効果的に活用
（更衣介助に係る対応時間を軽減、利用者
の 自立を妨げない介入支援、認知症の方
へのリハビリ活用等）
大学・研究機関等の介護ロボット開発実証
施設として協力

人材育成に係る取組
フィンランドと国際交流に関する協定書を
締結し（2011年）、年２回のセミナーと職
員の交換研修を継続実施
独自の介護技術検定制度により、職員の介
護技術レベルを公正に評価・認定

職員の待遇改善に係る取組
独自の介護技術試験で合格した段位に応じ
た手当を支給
産休に入るまでの勤務配慮（移乗介助等の
免除等）を行うウェルカムベビー制度を創
設

特別養護老人ホーム ゆめあまみ

• 社会福祉法人 隆生福祉会
• 介護老人福祉施設
• 大阪府大阪市
• 利用者数：86名、従業員数：72名（常勤44名/非常勤28名）

※利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

装着型移乗支援機器

年間平均離職率
28％～34％(2010年度)
⇒3％～4％(2021年度以降)
出産を理由とした離職は2015年以降０人
毎年４名前後の新卒採用

１晩あたりの訪室回数（５室平均）
7.54回→4.35回

毎年100名以上の見学・実習受け入れ
2011年以降、フィンランドへ延べ115名
の職員が行き、フィンランドからは延べ
169名を受け入れ

その他 ・大阪府第二回おおさか介護かがやき表彰を受賞

海外との交流研修
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主な成果

基本情報

主な取組概要

※利用者数及び従業員数は令和６年１月１日時点

生産性向上の取組
その日の入浴等の利用者の人数にあわせ、15
分刻みの介護職員の業務表を毎日作成
シャワー式座位浴の導入により１日当たり入
浴介助時間が30分短縮
携帯電話回線も利用できるインカムシステム
やクラウドサービスを導入し、在宅や送迎時
にも活用。朝礼も全員参加可能に
見守りカメラで不必要な訪室減少、事故原因
解明や再発防止にも寄与

人材育成に係る取組
職員主導で委員会や研修会を開催
委員会でデータに基づく論理的な問題
解決を継続実践 

経営理念の徹底のため毎日持ち歩く業務分
担表に「今日の社訓」「今日の目標」を記
載

職員の待遇改善に係る取組
キャリアパス制度を見直し、職員主導によ
り策定した評価項目に
各種手当てを充実（最大2倍に）
全額会社負担の人間ドックの対象を35歳以
上の非常勤まで拡大

特別養護老人ホームかるべの郷さざんか

• 社会福祉法人かるべの郷福祉会
• 介護老人福祉施設
• 兵庫県養父市
• 利用者数：49名、従業員数：38名（常勤29名/非常勤9名）

厚生労働大臣表彰 優良賞

「ユースエール」「もにす」「健康経営優良法人」
「ホワイト企業」の認定等を取得
家族が入職している職員が21％、全従業員の10人
に1人が家族に入職を薦めている
離職率 10.4％ → 5.3％

年間時間外勤務数時間
1,037時間 → 446時間

ストレスチェック 複数の項目で全国全産
業平均値より20%以上良好

15分きざみの業務表職員主導の移乗実地研修
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